
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

飲食店ポータルサイトに関する 

取引実態調査報告書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年３月 

公正取引委員会 
 

 

  



 

 

目 次 

 

第１ 調査趣旨等 ···························································· 1 

１ 調査趣旨 ···························································· 1 

２ 調査方法等 ·························································· 2 

(1) アンケート調査 ···················································· 2 

(2) ヒアリング調査 ···················································· 2 

第２ 外食市場の概要について ················································ 3 

１ 外食市場の概要と市場規模 ············································ 3 

２ 飲食店ポータルサイトの概要と市場規模 ································ 3 

３ 飲食店ポータルサイトの特徴 ·········································· 4 

４ インターネット予約の概要と規模の推移 ································ 4 

第３ 飲食店ポータルサイトに係る取引について ································ 7 

１ 飲食店ポータルサイトと飲食店の取引関係 ······························ 8 

(1) 飲食店との加盟店契約 ·············································· 8 

(2) 飲食店ポータルサイトが飲食店に提供している主なサービス ············ 9 

２ 飲食店ポータルサイトと消費者の取引関係 ····························· 15 

３ 飲食店ポータルサイトと営業代理店の取引関係 ························· 16 

４ インターネット予約の管理に係る取引関係 ····························· 17 

(1) 飲食店におけるインターネット予約の管理に係る負担 ················· 17 

(2) インターネット予約と予約管理システム提供事業者 ··················· 20 

(3) 飲食店と予約管理システム提供事業者の関係 ························· 20 

(4) 飲食店ポータルサイトと予約管理システム提供事業者の関係 ··········· 20 

第４ 飲食店ポータルサイトに係る取引における公正な競争の促進 ··············· 23 

１ 飲食店ポータルサイトの取引上の地位 ································· 23 

(1) 飲食店ポータルサイトの飲食店に対する優越的地位 ··················· 23 

(2) 実態 ····························································· 23 

(3) 独占禁止法上の考え方 ············································· 29 

２ 飲食店ポータルサイトと飲食店等の契約や取引慣行 ····················· 30 

(1) 一方的な契約内容の変更 ··········································· 30 

(2) クーポン等の割引情報に係る同等性条項 ····························· 33 

(3) 飲食店の予約情報の提供制限 ······································· 37 

(4) 飲食店ポータルサイトと営業代理店との契約や取引慣行 ··············· 40 

３ 飲食店ポータルサイトに掲載される情報について ······················· 42 

(1) 表示順位について ················································· 42 

(2) 契約プランと表示順位（高額プランへの誘導及び低額プランへの切替え制限）

  ································································· 51 

(3) 店舗の評価（評点）について ······································· 54 



 

 

(4) 飲食店舗情報の掲載や口コミ ······································· 59 

４ インターネット予約 ················································· 65 

(1) 飲食店の座席の確保 ··············································· 65 

(2) 予約管理システムについて ········································· 69 

５ 飲食店ポータルサイトと一般的な検索エンジンを提供する事業者の関係につ

いて ································································· 76 

(1) 飲食店の検索の実態について ······································· 76 

(2) 飲食店ポータルサイト及び飲食店の検索に対する考え方 ··············· 77 

(3) 独占禁止法上の考え方 ············································· 78 

６ 公正取引委員会の今後の取組 ········································· 79 



1 

 

第１  調査趣旨等 

１  調査趣旨 

公正取引委員会は，特定の分野における事業活動の実態等について，独占禁止

法又は競争政策の観点から調査を行い，問題となるおそれのある取引慣行等がみ

られた場合，調査結果を公表し，事業者による自主的な改善を促すこととしてい

る。 

近年，我が国における外食産業の市場規模は拡大傾向にある。また，インター

ネットやスマートフォンの普及により，多くの消費者は飲食店を検索する際に飲

食店ポータルサイト1を利用するなど，行動様式が変化してきている。また，飲食

店の営業活動も変化し，飲食店ポータルサイトとの取引はますます重要になって

きている。その中で，飲食店ポータルサイトは，消費者と飲食店とをつなぐプラッ

トフォームとして機能しており，我々の社会生活に強い影響を持ち，その影響力

は拡大している。 

一方，公正取引委員会では，これまで，経済のデジタル化の進展に対する対応

として，平成29年６月６日に「データと競争政策に関する検討会」報告書（競争

政策研究センター）を，令和元年10月31日にオンラインモール・アプリストアに

おける事業者間取引についての実態を調査した「デジタル・プラットフォーマー

の取引慣行等に関する実態調査報告書」を公表するなど，デジタル・プラット

フォーマーについての分野における競争環境の整備に力を注いできている。 

公正取引委員会は，このようなデジタル分野への取組の中で，飲食店ポータル

サイトをめぐる取引について，独占禁止法上問題となるおそれのある又は競争政

策上望ましくない取引慣行等の有無を明らかにするため，実態調査を実施するこ

ととした。 

 

  

                         
1 飲食店ポータルサイトとは，飲食店の店舗情報を地域別・料理のジャンル別・料理の単価別・

利用シーン別等に分類し，掲載すると同時に，それらの情報を検索したり，飲食店を予約した

り，飲食店の利用者の感想や口コミ情報を投稿したりすることができる，いわゆるグルメサイト

のこと。 
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２  調査方法等 

今回の調査では，飲食店ポータルサイト，飲食店及び消費者に対してアンケー

ト調査を実施するとともに，飲食店ポータルサイト，飲食店等に対してヒアリン

グ調査を実施した。 

調査は，平成31年４月から令和２年３月にかけて，実施した。 

 

(1) アンケート調査 

ア  飲食店ポータルサイト 

飲食店ポータルサイト17名に対し，書面による報告依頼を実施した（回答

者数16名，回収率約94％）。 

 

 

イ  飲食店 

全国の飲食店から抽出した13,000店（回答者数1,091名，回収率約８％），

飲食店ポータルサイトに掲載されている飲食店から抽出した8,000店（回答

者数491名，回収率約６％）に対し，ウェブアンケートによる報告依頼を実施

した。 

 

 

ウ  消費者 

飲食店ポータルサイトを利用している消費者に対してウェブアンケート

を実施2し，10,000名から回答を得た（委託調査）。 

 

 

(2) ヒアリング調査 

次の46名に対し，ヒアリング調査を実施した。 

ア 飲食店ポータルサイト 17名 

イ 飲食店及び営業代理店 24名 

ウ 予約管理システム提供事業者3 ５名 

  

                         
2 本調査では，飲食店を選ぶ際に飲食店ポータルサイトを参考にすると回答した者を対象にウェ

ブアンケートを行った。 
3 インターネット予約に係るシステムを提供している事業者であり，詳細は後記第３の４を参

照。 
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第２  外食市場の概要について 

１  外食市場の概要と市場規模 

我が国における外食産業の市場規模は，図表２－１のとおり，2018年で約19.3

兆円となっており，近年は拡大傾向にある。 

 

図表２－１：国内外食産業の市場規模の推移 

 

 

出所：日本フードサービス協会「平成30年外食産業市場規模推計の推移」を基に当委員会作成4。 

 

２  飲食店ポータルサイトの概要と市場規模 

外食市場においては，一般的に約80万店の飲食店があるといわれており，国内

外食産業の市場規模の拡大に伴い，飲食店ポータルサイトの加盟店舗数について

も拡大傾向にある。飲食店は必要に応じて複数の飲食店ポータルサイトと契約し

ており，その加盟店舗数の推移については以下のとおり（図表２－２）。 

 

図表２－２：飲食店ポータルサイトの延べ加盟店舗数の推移 

 

 

出所：書面調査（飲食店ポータルサイト向け）の回答を基に当委員会作成5。 

                         
4 「飲食店」，「喫茶・居酒屋等」及び「料亭・バー等」部門の数値を合算。 
5 飲食店ポータルサイトのうち，３か年の加盟店舗数の推移を収集している飲食店ポータルサイ

トの合計値。 
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３  飲食店ポータルサイトの特徴 

飲食店ポータルサイトは，飲食店の情報を掲載・編集するという飲食店にとっ

ての広告手段の機能を有すると同時に，消費者の飲食店情報の収集を容易にする

という機能も有している。 

また，飲食店ポータルサイトは，インターネットを介して，飲食店ポータルサ

イトの下に，飲食店や消費者といった異なる複数の層が存在する両面市場におい

て活動している。両面市場においては，ネットワーク効果が働く。ネットワーク

効果には，同じネットワークに属する参加者が多ければ多いほど，それだけ参加

者の効用が高まる直接ネットワーク効果と，一方のグループの参加者が増えれば

増えるほど，他方のグループの参加者の効用も高まる間接ネットワーク効果があ

る。 

この点について，飲食店ポータルサイトは，飲食店にとっては，掲載する飲食

店ポータルサイトの利用者が増えれば増えるほど，自店の店舗情報が消費者の目

に触れる機会を増やすことができるため，掲載のインセンティブが高まる。他方，

消費者にとっては，通常は，利用する飲食店ポータルサイトの掲載店舗数が増え

れば増えるほど，その飲食店ポータルサイトを利用するインセンティブが高まる

と言える。 

つまり，飲食店ポータルサイトは，両面市場において，一方の利用者が増えれ

ば，他方の利用者の効用が上がるという間接ネットワーク効果を有する点に特徴

があり，これが近年の飲食店ポータルサイトに対する飲食店及び消費者の利用の

増大につながる理由の１つでもあると考えられる。 

情報通信技術やデータを用いて，事業活動を行うことや，両面市場と間接ネッ

トワーク効果を有するという特徴に鑑みると，飲食店ポータルサイトは，デジタ

ル・プラットフォーマーの特徴を有していると考えられる6。 

 

４  インターネット予約の概要と規模の推移 

飲食店ポータルサイトを通じた飲食店のインターネット予約は，飲食店の独自

のホームページを通じたインターネット予約と併せて，その規模が拡大してきて

いる。消費者アンケートにおいても，消費者が飲食店を利用する際に，電話やＦ

ＡＸよりも，飲食店ポータルサイトを介して飲食店を予約することが多いことが

確認できる（図表２－３）。 

 

 

 

 

                         
6「デジタル・プラットフォーマーの取引慣行等に関する実態調査報告書」（令和元年 10 月公

表）第１部第２においても，両面市場とネットワーク効果については，デジタル・プラット

フォームの特徴の１つとして整理されている。 



5 

 

図表２－３：消費者の飲食店への予約経路（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（消費者向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

また，インターネット予約によって来店した消費者に提供された飲食サービス

の規模の推移は，2014年には約1764億円であったのが，2018年には約6375億円と

なっており，拡大している（図表２－４）。同時に，飲食店ポータルサイトを通

じたインターネット予約に対応する飲食店の店舗数も拡大している（図表２－

５）。 

 

図表２－４：インターネット予約によって来店した消費者に提供された飲食サービス

の規模の推移 

 

 

出所：経済産業省「平成30年度 電子商取引に関する市場調査」を基に当委員会作成。 
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図表２－５：飲食店ポータルサイトを通じたインターネット予約が可能な延べ飲食店

舗数の推移 

 

 

出所：書面調査（飲食店ポータルサイト向け）の回答を基に当委員会作成。 
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第３  飲食店ポータルサイトに係る取引について 

飲食店ポータルサイトに係る取引には，主に飲食店ポータルサイト，飲食店

ポータルサイトへ店舗情報を掲載する飲食店，飲食店ポータルサイトを利用する

消費者の三者が関係している。その三者間の基本的な取引関係及び飲食店ポータ

ルサイトが掲載している情報等は以下のとおり（図表３－１）。 

 

図表３－１：飲食店ポータルサイトに係る取引の流れの概要（イメージ） 
 

 

また，この三者の基本的な取引関係以外にも，飲食店ポータルサイトと，イン

ターネット予約の情報を管理するシステムを提供する事業者との取引関係が存

在する。その基本的な取引関係は以下のとおり（図表３－２）。 

 

図表３－２：飲食店のインターネット予約に係る取引・予約管理方法の概要（イメー

ジ） 
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１  飲食店ポータルサイトと飲食店の取引関係 

多くの飲食店ポータルサイトは，加盟店に対して，店舗情報掲載サービスとイ

ンターネット予約サービスの２つのサービスを提供している7。店舗情報掲載サー

ビスとは，飲食店の住所，電話番号，料理のメニュー，店舗の内装・外観や料理

等の写真や紹介文等といった飲食店に係る店舗情報を飲食店ポータルサイト上

に掲載するサービスのことである。また，インターネット予約サービスとは，各

飲食店ポータルサイトが，自社の飲食店ポータルサイト上で，インターネットを

通じて飲食店の予約を受け付けられるようにするサービスのことである。 

飲食店がこれらのサービスを利用するためには，通常，飲食店ポータルサイト

と加盟店契約を締結する必要がある。 

 

(1) 飲食店との加盟店契約 

加盟店契約には，大きく分けて２つの種類の契約が存在する。飲食店が飲食

店ポータルサイトに何らかの手数料を支払う有料加盟店契約と，手数料を支払

う必要がない無料加盟店契約である。飲食店ポータルサイトの中には，有料加

盟店契約しか締結しない飲食店ポータルサイトもあれば，有料加盟店契約のみ

ならず無料加盟店契約を締結する飲食店ポータルサイトもある。 

有料加盟店契約の場合は，飲食店が支払う手数料の支払形態は飲食店ポータ

ルサイトによって異なっており，毎月一定額を支払う定額課金型の契約，実際

に来店した人数に応じて手数料を支払う従量課金型の契約，来店した消費者が

支払った料金の総額に一定の割合を乗じたものを手数料として支払う契約等

があり，飲食店ポータルサイトの中には，それらの契約形態を組み合わせて契

約を締結しているものもいる。 

さらに，有料加盟店契約の中には，いくつかの契約の種類があり，その中に

は，低額プランや高額プランが存在し，それぞれ飲食店が受けられるサービス

は異なる（図表３－３）。 

無料加盟店契約の場合は，有料加盟店契約と比較すると，店舗情報掲載サー

ビスにおいて，掲載できる情報が少ないことや，インターネット予約サービス

が使えないことなどの差があることが多い。 

また，加盟店契約においては，契約期間や飲食店ポータルサイトの利用規約

に加え，契約内容の変更について，加盟店からの申出がされない限り，その変

更に同意したものとみなす包括同意条項や，クーポン等の割引情報の掲載に当

たり，他の飲食店ポータルサイトに掲載しているものと同等以上の条件の割引

情報の掲載を求める同等性条項が規定されている場合がある。 

なお，これらの契約について，契約期間は，飲食店ポータルサイトによって

                         
7 飲食店ポータルサイトの中には，これら２つのサービス以外にも，飲食店のコンサルティング

サービス等を提供している事業者も存在する。 
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異なるが，概ね半年契約又は一年契約となっている。 

 

図表３－３：それぞれの契約プランによるサービスの主な違い（イメージ） 

         契約プラン 

機能 
加盟店以外8 無料加盟店 

有料加盟店 

低額プラン 高額プラン 

自店舗が編集・掲載できる情報 できない 少ない 多い 多い 

インターネット予約 できない できない できる できる 

自店舗が掲載できる写真等の 

画像の多さ 
できない 少ない 多い 最も多い 

自店舗が編集できる店舗紹介文や 

コース料理等の情報量の多さ 
できない 少ない 多い 最も多い 

特集ページや特別広告枠等への掲載 できない できない できる できる 

飲食店ポータルサイト上において 

表示される順位 
最も下位 下位 中位 上位 

店舗の評価（評点）及び口コミ 掲載される 掲載される 掲載される 掲載される 

 

(2) 飲食店ポータルサイトが飲食店に提供している主なサービス 

多くの飲食店ポータルサイトは，加盟店に対して，主に店舗情報掲載サービ

スとインターネット予約サービスの２つのサービスを提供している。 

 

ア  店舗情報掲載サービス 

店舗情報掲載サービスについては，本調査の対象とした全ての飲食店ポー

タルサイトがサービスを飲食店に対して提供していた。ただし，その掲載に

係る料金については，飲食店ポータルサイトごとに異なっており，無料で利

用できる場合もあれば，毎月の一定額の手数料を必要とする場合もあり，中

には月額10万円以上を必要とする場合もある。 

 

(ｱ) 掲載される店舗情報 

飲食店の店名，住所，営業時間等といった情報は，基本情報として，加

盟店契約を締結すれば掲載が可能であるが，クーポン等の割引情報の掲載

やインターネット予約機能の導入には，有料加盟店契約が必要となること

が多い。 

また，掲載される飲食店の店舗情報のうち，店舗の内装・外観や料理等

の写真や紹介文等について，消費者にとって魅力的な情報（より綺麗な写

真を掲載する，より多くの枚数の写真を掲載する，より詳細な文章による

                         
8 消費者の投稿等によって掲載される店舗のことで，飲食店ポータルサイトとの間に加盟店契約

は存在しない。 
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紹介ができる等）を掲載するには，より高額な手数料を支払う必要がある

ことが多い。 

さらに，年末等，一般的に飲食店の予約者数が伸びる時期に，例えば，

「○○特集」などといった期間限定のページが飲食店ポータルサイトに掲

載されることがあり，有料加盟店であれば，追加的な手数料を支払うこと

で当該特集に掲載できることがある。 

なお，一部の飲食店ポータルサイトでは，自社と加盟店契約を締結しな

い飲食店の店舗情報を掲載している場合がある。例えば，その飲食店を利

用した消費者が，飲食店ポータルサイト上にその飲食店の情報を投稿する

場合等である。ただし，この場合，消費者が自由に投稿できるため，最新

の飲食店情報が掲載されていない場合があるなど，正確でない情報が投稿

されることもある。 

 

(ｲ) 店舗情報の表示順位 

飲食店の店舗情報掲載サービスについては，契約するプランの料金に

よって，飲食店ポータルサイト内に掲載される店舗情報の内容や，飲食店

ポータルサイト内で検索される際の表示順位が大まかに決定されること

が多い。一般的には，より高額な手数料を支払えば，飲食店の店舗情報を

他の飲食店よりも，より上位の順位に掲載することができる場合が多い。 

つまり，店舗情報掲載サービスについては，より高額な手数料を支払え

ば，より豊富な飲食店の情報を掲載でき，さらに，より上位のページに掲

載されるという点において，消費者の目につきやすい場所に表示されるこ

とが重要な広告枠の取引と類似の側面を有しているともいえる9。 

 

(ｳ) 店舗情報と合わせて表示されるもの 

飲食店ポータルサイトの中には，掲載している飲食店について，消費者

の飲食店選びの参考になるという観点から，飲食店間で比較可能な点数，

星の数及び格付けといった店舗の評価（評点）を付しているものがある。 

また，飲食店ポータルサイトの中には，消費者がその飲食店に対する感

想等を記載する，いわゆる口コミの投稿ができる機能を有しているものも

ある。 

店舗の評価（評点）については，消費者が投稿した数値を単純平均して

算出しているものもあれば，消費者が投稿した数値を飲食店ポータルサイ

トの独自のルール（アルゴリズム）によって，算出しているものもある。 

また，口コミについては，各飲食店ポータルサイトにおいて，口コミの

                         
9 ただし，口コミ数順や店舗の評価（評点）順など，特定の条件による表示順については，この

限りではない。 
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ガイドラインを設けた上で，投稿を事前又は掲載直後に全件審査して掲載

する飲食店ポータルサイトもあれば，網羅的な審査までは行わない飲食店

ポータルサイトもある。 

 

イ  インターネット予約サービス 

(ｱ) インターネット予約サービスの概要 

飲食店ポータルサイト上のインターネット予約サービス（以下，飲食店

ポータルサイト上のインターネット予約サービスのことを「インターネッ

ト予約サービス」という。）とは，飲食店が飲食店ポータルサイト上に店

舗情報を掲載している場合，消費者が飲食店ポータルサイト上から，その

飲食店の座席予約，料理のコース等を予約することが可能なサービスであ

る10。 

消費者がインターネット予約サービスを利用して飲食店を予約する場

合，消費者は個人情報等の予約に関する情報を飲食店ポータルサイトに提

供し，飲食店ポータルサイトは消費者から受け取った情報を飲食店に伝え

る必要がある。 

実際に消費者が飲食店ポータルサイトを通じて予約する場合，消費者が

その飲食店ポータルサイトの会員となっている場合は，会員情報の登録段

階で個人情報を登録していることが多いため，改めてこれらの個人情報を

入力することは少ない。 

会員となっていない消費者が予約する場合（いわゆるゲスト予約）には，

通常，消費者は氏名，電話番号，メールアドレス等の個人情報を入力する

ことが多い。 

その後，飲食店ポータルサイトから飲食店に対して，予約者の情報が伝

えられる。その際，消費者が入力した予約情報の全てを飲食店と共有する

飲食店ポータルサイトもあれば，例えば，メールアドレスは伝えないなど，

消費者が入力した情報を限定的にしか飲食店に渡していない飲食店ポー

タルサイトもある（図表３－４）。 

 

 

 

 

 

 

 

                         
10 このサービスについては，飲食店ポータルサイトだけでなく，飲食店自身が自らのホーム

ページで提供することもある。 
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図表３－４：予約情報の流れ(イメージ) 

 
 

 

(ｲ) 飲食店にとってのインターネット予約サービスのメリット 

飲食店にとっては，インターネット予約サービスを利用することで，飲

食店ポータルサイトを利用する消費者を効果的に実際の来店に結びつけ

られるものであり，より多くの集客効果を望めるという点で，このサービ

スを利用するメリットがある。 

また，このサービスには，集客効果以外にも飲食店にとって予約に係る

受付及び処理についての負担を軽減するといったメリットがある。イン

ターネットを使わない予約の場合，例えば，電話を通じて予約を受け付け

る場合は，来店人数，来店日時，予約する料理の内容等の予約情報を聞き

取って記録するといった作業が飲食店にとって負担となっていた。飲食店

の営業時間中に予約の電話がかかってくることも多く，そのための人手を

確保する必要もあり，飲食店における近年の人手不足もあいまって（図表

３－５），予約情報の受付や処理の作業はより一層，飲食店にとって負担

となっていた。 

この点について，飲食店ヒアリングにおいて以下のとおり，電話予約へ

の対応が負担である旨の意見があった。 

 

⚫ 電話予約では営業時間中に対応しなければならない。細かな要望に対応する必

要があることや，配席によっても売上が異なってくることから，当店では店長

が予約受付を担当している。そのため，電話予約だと５分程度は予約受付のた

め店長が店のオペレーションから離れることとなる。インターネット予約の場

合は，こちらは待つだけであるため，営業中の支障がなくなる。 
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N=1,091 

⚫ 電話予約だと回線が一本しかなく，予約受付専属の従業員も置けないので取り

こぼしがある一方，ネット予約だと忙しいときにも予約を受け付けられると

いった利点がある。 

 

図表３－５：飲食店が，現在抱えている問題・悩み（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 
 

予約に係る業務の負担が増大する中，飲食店は予約情報の受付や処理に

係る負担を軽減するために，飲食店ポータルサイトが提供するインター

ネット予約サービスを利用することがあり，その利用は拡大している。 

インターネット予約サービスを利用する場合については，店舗情報掲載

サービスと同様に，飲食店は飲食店ポータルサイトに手数料を支払う必要

がある。手数料は，サービスを利用するだけでは必要のない場合が多く，

一般的に，実際に予約が成立し，消費者の飲食店への送客11が行われた場

合に発生することが多い。飲食店ポータルサイトによって，その手数料は

異なるものの，大きく分けて２つの種類の料金体系が存在する。 

一つは，予約が成立した人数や実際に来店した人数に応じて，一人当た

り50円から200円程度の固定の金額12を支払うものであり，もう一つは，来

店した消費者が支払った金額の数％から10％程度の金額を支払うもので

                         
11 飲食店ポータルサイトを通じて，消費者が飲食店に実際に来店すること。 
12 ランチとディナーの送客によっても異なることがある。 
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ある。このように，インターネット予約サービスの手数料は，予約が成立

し実際に来店した人数等に応じて支払う従量課金型の場合が多い。飲食店

におけるインターネット予約システムの利用の増加に伴って，飲食店ポー

タルサイトが得る送客に係る手数料も大きく増加してきている（図表３－

６）。 

 

図表３－６：インターネット予約による送客に係る手数料収入の推移 

出所：書面調査（飲食店ポータルサイト向け）の回答を基に当委員会作成。 
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２  飲食店ポータルサイトと消費者の取引関係 

飲食店ポータルサイトは，消費者に対して，飲食店の店舗情報の検索サービス

及びインターネット予約サービスを提供している。一般的に，消費者は，これら

のサービスを会員登録することなく無料で利用できることが多いが，飲食店ポー

タルサイトによっては，会員登録を行わなければ，インターネット予約サービス

を利用できないこともある。会員登録をすると，利用した飲食店の履歴情報の管

理機能及び利用した飲食店への口コミ・評点付けの投稿機能等が利用可能となる

ことが多い。 

そのほか，飲食店ポータルサイトの中には，飲食店と同様に消費者に対しても

毎月の手数料を支払う有料会員の制度13を設けていることがある。有料会員にな

ると，飲食店の店舗情報の表示方法について，より多くの表示方法で閲覧できる

ようになることや，より魅力的な割引クーポンを利用できるようになること，イ

ンターネット予約時にもらえるポイント14が増額されることなどのメリットがあ

る。 

なお，消費者は，インターネット予約サービスを利用する際に，飲食店ポータ

ルサイトの会員登録時又は飲食店の予約時に予約者名，電話番号及びメールアド

レス等の個人情報を飲食店ポータルサイトに登録する必要がある。 

 

  

                         
13 消費者が有料会員になる場合は，飲食店ポータルサイトによって利用料金の水準は異なるも

のの，毎月数百円程度となっている。 
14 ここでいうポイントとは，例えば，飲食店ポータルサイトの利用以外で使えるポイントのこ

とである。 
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３  飲食店ポータルサイトと営業代理店の取引関係 

飲食店ポータルサイトは，飲食店に自社の飲食店ポータルサイトに加盟しても

らうように営業活動を行っている。一方で，飲食店は全国に約80万店存在すると

言われており，日本全国に広範に所在する飲食店への営業活動を効率的に行うた

めに，飲食店ポータルサイトの中には，営業代理店に営業活動を委託しているも

のもいる。2018年度に飲食店ポータルサイトが締結した新規の加盟店契約のうち

営業代理店経由によるものの割合については，以下のとおり。  

 

図表３－７：2018年度新規契約数のうち営業代理店経由によるものの割合 

 

出所：書面調査（飲食店ポータルサイト向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

なお，営業代理店については，飲食店ポータルサイトと直接，代理店契約を締

結して営業活動を行う一次代理店のほか，一次代理店から再委託を受けて営業活

動を行う二次代理店も存在する（図表３－８）。営業代理店は，飲食店を飲食店

ポータルサイトに新規で加盟させるなどした場合に，飲食店ポータルサイトから，

例えば，飲食店が支払う月額の手数料のうち一定の割合の報酬を受け取るなどし

ている。 

 

図表３－８：飲食店ポータルサイトと営業代理店の取引関係 
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４  インターネット予約の管理に係る取引関係 

(1) 飲食店におけるインターネット予約の管理に係る負担 

飲食店が飲食店ポータルサイトの提供するインターネット予約サービスを

利用することにより，飲食店の予約に係る受付及び処理の負担は軽減される。

しかしながら，飲食店の中には，より集客力を高めるために複数の飲食店ポー

タルサイトを利用している店舗があり，そのような店舗は，各飲食店ポータル

サイトによって，予約のシステムが独立していることから，複数の飲食店ポー

タルサイトについて，それぞれ予約情報の管理を行う必要があり，これがむし

ろ飲食店の管理コストの増加につながっている場合がある。 

具体例の１つとして，予約台帳の管理がある。飲食店は電話を通じた予約で

あれ，インターネットを通じた予約であれ，それらの予約情報を一元的に予約

台帳に取りまとめている15ことが通常であるが，後述の予約管理システムを利

用せずに複数の飲食店ポータルサイトを通じて予約を受け付ける場合，それぞ

れから入る予約情報を，手作業で予約台帳に転記し，一元的に管理を行うとい

う作業が必要になる。したがって，利用している飲食店ポータルサイトの数が

多くなればなるほど，その管理コストは増加していく可能性が高い。 

また，ほかには，飲食店ポータルサイトを通じて入った予約の座席数に応じ

て，他の飲食店ポータルサイトに出している予約可能な座席数の調整を行う作

業が必要になる（以下，ある飲食店ポータルサイトに提供している予約可能な

座席数を「予約在庫」という。）。 

例えば，10席の総座席数を持ち，複数の飲食店ポータルサイトに10席全てを

予約在庫として出している飲食店の場合，ある１つの飲食店ポータルサイトを

通じて５席の予約が入った場合，その飲食店は，他の飲食店ポータルサイト上

の予約在庫を10席から５席に減らす必要がある。仮に他の飲食店ポータルサイ

ト上の予約在庫を減らさない場合，その飲食店は既に５席しか予約可能な座席

がないにもかかわらず，他の飲食店ポータルサイト上には，10席予約可能と表

示されているため，例えば６席以上の予約が入る場合にはダブルブッキングが

生じてしまう。そのため，ある飲食店ポータルサイトから予約が入った場合，

他の飲食店ポータルサイトの予約在庫を減少させるという作業を行う必要が

生じる。 

このように飲食店が複数の飲食店ポータルサイトの予約情報を管理するた

めには，上記の作業を行う必要があるが，人が手作業で行うことから，例えば，

予約台帳への転記のミスによって，入るべき予約情報が入らなかったり，予約

在庫を減らす調整のミスによって，ダブルブッキングが生じることがある。 

これは飲食店にとっては，消費者の信頼を損ねる行為となり得るため，飲食

店の中には，10席の総座席数を持っていても，複数のポータルサイトごとに予

                         
15 この予約台帳には電子化されたものもあれば，紙媒体のものもある。 
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約在庫を10席ずつ出さずに，例えば，５席ずつ出すなど，予約情報の管理にミ

スが生じても，特段の問題とならないようにしている場合もある。しかし，こ

の場合，飲食店にとっては，利用している飲食店ポータルサイトそれぞれに全

ての座席を出せないため，結果として，機会損失につながっていることもある。 

この点について，飲食店ヒアリングにおいて以下のとおり，予約の管理に手

間が掛かっているとの意見があった。 

 

⚫ 飲食店の運営においては，座席の管理と予約情報を予約台帳に入力することに，

とにかく人手が掛かっているのが現状。 

⚫ 当社の場合，ひどい時には，１日当たり２時間程度の時間を予約の管理に当て

ることもある。このような店舗が何百店舗もあるとすると，人件費だけでも相

当のロスである。当社では，予約管理システムを使用していても，これほどの

時間が掛かっているため，複数の飲食店ポータルサイトの予約管理を全て手作

業でやるのは不可能に近いだろう。 

⚫ 当店は，予約専用の事務所を設けて予約の管理を行っている。専用のスタッフ

がいるので楽な面はあるが，例えば，各飲食店ポータルサイトの予約システム

が連携していないために，一つの飲食店ポータルサイトを経由して団体客の予

約が入った場合には，他の飲食店ポータルサイトの管理画面を複数操作しなけ

ればならず，大変である。そのため，当店では，ダブルブッキングを避けるた

めに，全ての座席を予約が可能な座席として各飲食店ポータルサイトに出すこ

とはなく，20席分ずつしか出していない。 

 

このため，飲食店はこのような予約情報の管理コストを減少させ，管理を容

易にするシステムを利用することがある（以下，そのシステムを「予約管理シ

ステム」という。また，予約管理システムを提供する事業者を「予約管理シス

テム提供事業者」という。）（図表３－９）。 
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図表３－９：飲食店が予約管理システムを導入していない場合，導入している場合（総

座席数10席の飲食店が10席の予約在庫を出す場合）のイメージ 
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(2) インターネット予約と予約管理システム提供事業者 

予約管理システムのサービスとしては，主に二つに分けられる。 

一つは，予約情報を一元的に管理する予約台帳を電子化し，複数の飲食店

ポータルサイトを通じて更新される予約情報と，この電子化された予約台帳を

連結させることで，自動で予約情報を取り込み，予約台帳を作成することによ

り，手作業による入力を減らすサービスである。 

もう一つは，予約在庫の出し入れを手作業ではなく，プログラムで自動的に

行うサービスである。例えば，10席の総座席数を持ち，複数の飲食店ポータル

サイトに10席全てについて予約在庫を出している飲食店の場合，予約管理シス

テムを使うことによって，ある飲食店ポータルサイトに対して５席の予約が

入った場合，プログラムが自動的に，その他の飲食店ポータルサイト上の予約

在庫を５席ずつ減らすものである。これによって，飲食店は手作業で予約在庫

の出し入れをする必要がなくなり，全ての飲食店ポータルサイトに対して10席

全てを出しやすくなる（飲食店の機会損失の減少）。 

予約管理システムについては，飲食店ポータルサイトがこれらのサービスを

提供する場合もあれば，飲食店ポータルサイト以外の事業者が提供する場合も

ある。さらに，上記のサービスのうち一方のみを提供している事業者もあれば，

どちらのサービスも提供している事業者もある。また，サービスの利用料金と

しては，飲食店ポータルサイトがこれらのサービスを提供する場合，無料のこ

とが多いが，飲食店ポータルサイト以外の事業者が提供する場合は，飲食店は

月額の手数料を支払って利用することが多い。 

 

(3) 飲食店と予約管理システム提供事業者の関係 

通常，飲食店が飲食店ポータルサイトを通じた予約を管理するためには，飲

食店ポータルサイトの予約管理画面にアクセスする必要があることが多い。そ

のため，飲食店が予約管理システムを利用する場合，予約管理システム提供事

業者と契約を行い，飲食店からの委託を受けた予約管理システム提供事業者は，

飲食店に代わって，飲食店ポータルサイトの予約管理画面にアクセスし，予約

情報の取り込み，予約在庫の出し入れなどを行う場合もある。 

 

(4) 飲食店ポータルサイトと予約管理システム提供事業者の関係 

予約管理システムは，基本的には飲食店と予約管理システム提供事業者との

間で契約が行われるものであり，予約管理システム提供事業者と飲食店ポータ

ルサイトとの間で契約が行われるわけではない。 

しかし，予約管理システム提供事業者は，各飲食店ポータルサイトの予約管

理画面にアクセスし，予約情報を取得することから，飲食店ポータルサイトと

の間で，何らかの技術的な対応を行う場合がある。その技術的な対応として，

予約管理システム提供事業者と飲食店ポータルサイトが契約を締結する場合
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とそうでない場合がある（図表３－10）。 

 

図表３－10：契約を締結せずに連携する場合とＡＰＩによる連携を行う場合の概要 

 

 
 

契約を締結する場合は，通常，ＡＰＩ（Application Programming Interfac

e）による連携を行うことが多い16。飲食店ポータルサイト側が予約システムの

ＡＰＩを予約管理システム提供事業者に提供し，システム相互が連携すること

により，予約管理システム提供事業者側では，予約情報をスムーズに登録した

り，必要な情報を取得することが可能となる。ＡＰＩによる連携を行うために

は，飲食店ポータルサイト側，予約管理システム提供事業者側の双方のシステ

ム改修を必要とする場合がある17。 

一方，予約管理システム提供事業者が飲食店ポータルサイトとの間で技術的

な契約を締結しない場合であっても，飲食店が予約管理システムを導入するこ

とは可能である18。しかし，その場合，予約管理システム提供事業者と飲食店

ポータルサイトの間で技術的な連携がなされていないため，例えば，飲食店

ポータルサイトがシステムの仕様を変更したり，改修する場合，その予約管理

システムが正常に動作しないことがある。この間，飲食店のインターネット予

約の管理に支障が生じる可能性がある。 

このため，予約管理システム提供事業者と飲食店にとっては，サービスの安

                         
16 ＡＰＩ（Application Programming Interface）とは，自社のソフトウェアの機能と他社のソ

フトウェアの機能を連携・共有することを通じて，異なるシステム同士で，相互に情報や機能を

連携・共有するための仕組みのこと。なお，飲食店ポータルサイトと予約管理システム提供事業

者との間でＡＰＩによる連携に当たっては，契約書において，情報提供者側には，システム改修

時の事前通知を求める条項が，情報取得者側には，取得する情報の特定や情報の適正管理を求め

る条項がそれぞれ定められることが一般的である。 
17 システム改修には改修費用が発生するが，飲食店ポータルサイトの規模等によっても，その

費用は異なっている。 
18 ＡＰＩ連携をしない場合，予約管理システム提供事業者は，スクレイピングやサイトクロー

リングと呼ばれる手法によって，飲食店ポータルサイトの情報を自動的に収集することとなる。

この自動的な収集のタイミングなどによっては，飲食店ポータルサイト側のサーバーに負担を与

える可能性がある。 
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定性の観点から，予約管理システム提供事業者と飲食店ポータルサイトとの間

でＡＰＩによる連携を行うことを希望する場合が多い。 

 

⚫ ＡＰＩ連携をしなかった場合，飲食店ポータルサイト側のシステム更新にその

都度対応しなければならず，延々修正が必要になるが，ＡＰＩ連携だとそのよ

うな対応は不要になる。このように，最初にかかる開発費はあまり変わらない

が，ＡＰＩ連携の方が継続的なコストが抑えられる。 

⚫ ＡＰＩ連携していない場合，予約通知メールから予約情報を収集するなどして

いるが，飲食店ポータルサイト側が，予約に関する通知メールのフォーマット

の大幅変更を行った場合には，システムが対応できず，情報を自動で収集でき

なくなることがある。飲食店ポータルサイトからの予約情報の自動連携は飲食

店からの要望が高いため，関係者間の合意形成の上でシステム連携ができるよ

うにしたいと考えている。システムに関する費用負担の割合等も含め，契約の

必要性は強く感じているし，業界としてもそのような方向に進んでいくことを

望んでいる。 

 

一方で，飲食店ポータルサイトは，予約管理システム提供事業者との間で，

ＡＰＩによらない連携ではなく，ＡＰＩによる連携を進めていきたいという意

見や慎重に検討したいという様々な意見があった。 

 

⚫ ＡＰＩ連携は当社にとっては望ましいことであると認識している。また，店舗

にとっても予約管理の手間が省けるし，エンドユーザーたる消費者にとっても，

予約が取りやすくなるという恩恵がある。ＡＰＩ連携先のサービスを利用する

店舗が増える見込みがあれば，協力して開発を進めるべきだが，店舗が増えな

い場合の開発コストを誰が負担するのかが課題である。 

⚫ 飲食店ポータルサイトは，予約管理システム提供事業者がどのような情報にア

クセスするのかコントロールできないため，個人情報の予期せぬ漏洩といった

情報セキュリティ上のリスクは深刻である。したがって，技術的な問題，開発

費用の問題はあるものの，ＡＰＩ連携が望ましいと考えている。 

⚫ 自らのサイトのサービスの仕様が複雑なものについては，他社の予約管理シス

テムとの連携が技術的に困難であり，その分開発・導入のコストも高くなる。

開発及び導入に要する工数及びコストと，顧客利便性や健全な競争環境の維持

といった導入によるメリットを比較衡量し，後者が前者を上回る状況になれば

導入をするといった検討を常にしている。 
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第４  飲食店ポータルサイトに係る取引における公正な競争の促進 

「第３ 飲食店ポータルサイトに係る取引について」を踏まえ，市場の取引慣

行等について，競争政策上の観点から調査を行った。以下では，大きく分けて，

飲食店ポータルサイトの取引上の地位（報告書第４の１），契約や取引慣行（報

告書第４の２），表示順位，店舗の評価（評点）及び店舗情報の掲載や口コミと

いった飲食店ポータルサイトに掲載される情報（報告書第４の３），インターネッ

ト予約（報告書第４の４）及び一般的な検索エンジンを提供する事業者との関係

（報告書第４の５）について，詳述する。 

 

１  飲食店ポータルサイトの取引上の地位 

(1) 飲食店ポータルサイトの飲食店に対する優越的地位19 

飲食店ポータルサイトと飲食店の取引関係の前提としては，前記第３のとお

り，飲食店との加盟店契約が必要になるところ，その契約を行うかどうかは基

本的に飲食店の自主的な意思によるところが大きい。また，飲食店でも立地条

件等によって，その競争環境も異なるため，飲食店ポータルサイトと飲食店間

の関係を一様に判断することは難しい。 

しかし，自己の取引上の地位が相手方に優越している一方の事業者が，取引

の相手方に対し，その地位を利用して，正常な商慣習に照らして不当に不利益

を与えることは，当該取引の相手方の自由かつ自主的な判断による取引を阻害

するとともに，当該取引の相手方はその競争者との関係において競争上不利と

なる一方で，行為者はその競争者との関係において競争上有利となるおそれが

あるものである。このような行為は，公正な競争を阻害するおそれがあること

から，優越的地位の濫用となる。 

飲食店ポータルサイトが飲食店との取引において，優越的地位にあるとは，

飲食店にとって飲食店ポータルサイトとの取引の継続が困難になることが事

業経営上大きな支障を来すため，飲食店ポータルサイトが飲食店にとって著し

く不利益な要請等を行っても，飲食店がこれを受け入れざるを得ないような場

合である。 

 

(2) 実態 

ア  飲食店ポータルサイトの集客効果について 

消費者に対するアンケートによると，飲食店を選ぶ際に飲食店ポータルサ

イトを参考にする消費者は，他の方法よりも飲食店ポータルサイトをより参

考にしていることが分かる（図表４－１）。また，その利用の程度について

も，飲食店を選ぶ際に飲食店ポータルサイトを参考にすると回答した消費者

                         
19 実際の優越的地位の認定に当たっては，取引依存度，市場における地位，取引先変更の可能

性，その他取引することの必要性を示す具体的事実を総合的に考慮して判断される（「優越的地

位の濫用に関する独占禁止法の考え方」第２の２） 
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のうち約54％の消費者が「必ず」又は「大体」利用すると回答しており（図

表４－２－１），性別による大きな違いは見られない（図表４－２－２）も

のの，年齢別では，より若年層の方が利用する頻度が高い傾向にあることが

分かった（図表４－２－３）。 

 

図表４－１：消費者が飲食店を選ぶ際に参考にするもの（複数回答可）20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（消費者向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

図表４－２－１：消費者が飲食店を探す際に飲食店ポータルサイトを利用する頻度 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（消費者向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

 

 

 

 

 

                         
20 本調査では，飲食店を選ぶ際に飲食店ポータルサイトを参考にすると回答した者を対象に

ウェブ調査を行ったため，飲食店ポータルサイトを参考にするとの回答率が 100％になってい

る。 
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図表４－２－２：消費者が飲食店を探す際に飲食店ポータルサイトを利用する頻度

（男女別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（消費者向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

図表４－２－３：消費者が飲食店を探す際に飲食店ポータルサイトを利用する頻度

（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（消費者向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

また，このような消費者の意識が存在する中，飲食店に対するアンケート

によると，集客を目的として利用している様々なサービスがある中で，約6

3％の飲食店が飲食店ポータルサイトを利用していると回答しており（図表

４－３），その理由として，「飲食店ポータルサイトを利用している消費者

（閲覧者）が多いため」（約63％），「少しでも消費者の目に触れる機会を

増やすため」（約74％）と回答している（図表４－４）。 
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図表４－３：飲食店が集客を目的に利用しているサービス（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

図表４－４：飲食店が飲食店ポータルサイトを利用している理由（複数回答可） 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。  
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また，飲食店ポータルサイトの影響力について，約57％もの飲食店が「非

常に大きい」又は「大きい」と回答しており（図表４－５），約65％の飲食

店が将来的にもその影響力は「非常に大きくなっていく」又は「大きくなっ

ていく」と回答している（図表４－６）。 

 

図表４－５：現在の飲食店ポータルサイトの影響力 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

図表４－６：今後の飲食店ポータルサイトの影響力 

 

 

 

 

 

 

 
出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

さらに，これらの状況について，飲食店に対してヒアリングを行ったとこ

ろ，以下のとおり，飲食店ポータルサイトの影響力は大きいという意見が

あった。 

 

⚫ 新規の来店客のほとんどは，飲食店ポータルサイト経由で訪れるため，影響は

大きい。新規客は常に一定数はいるので，飲食店ポータルサイトへの掲載は止

められない。以前，当店では，飲食店ポータルサイトへの掲載を取り止めたこ

とがあったのだが，そうすると売上げが10％も下がり大きな影響を受けた。そ

ういった経緯もあり，怖くて飲食店ポータルサイトへの掲載を止められない。 

⚫ 飲食店ポータルサイト経由の予約と自社独自のホームページ経由の予約だと，

売上ベースで約４対１となっており，飲食店ポータルサイトに頼らざるを得な

いといった状況。 

⚫ 当店では，ネット予約での来店客が６から７割程度を占めており，予約をしな
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いで来店する客は３から４割程度しかいない。飲食店ポータルサイトを利用せ

ずに，自力で経営を続けるのは難しいと思う。 

 

イ  現在契約している飲食店ポータルサイトを変更することについて 

現在，契約している飲食店ポータルサイトを変更できるかについて，有料

加盟店にアンケートを行ったところ，有料加盟店の約30％が「不可能」又は

「不可能ではないが，困難」と回答しており，飲食店ポータルサイトとの有

料の契約を変更することが難しい状況にある飲食店もいることが分かる（図

表４－７）。 

 

図表４－７：現在，有料加盟店となっている飲食店ポータルサイトについて，他の飲

食店ポータルサイトやSNS等に変更することは可能か。 

 

 

 

 

 

 

 
出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 
 

さらに，飲食店に対してヒアリングを行ったところ，以下のとおり，現在

契約している飲食店ポータルサイトを変更することは困難という意見が

あった。 

 

⚫ 予約の６割を送客している特定の飲食店ポータルサイトとの契約を切ること

は，当社にとっては不可能である。 

⚫ 飲食店ポータルサイトの中には，とりあえず掲載しておけば予約が入るような

飲食店ポータルサイトがあり，その存在感は非常に大きい。店舗によっては，

予約の８割以上を当該飲食店ポータルサイトに頼っている店舗もあるぐらいで

ある。特に当社にとっては，当該飲食店ポータルサイトへの掲載は必須である

と感じている。 

 

一方，飲食店ポータルサイトからは，飲食店が現在，契約している飲食店

ポータルサイトを変更できるかについて，以下の意見があった。 

 

⚫ 飲食店は，ユーザーにとって魅力的な飲食店ポータルサイトに多くの座席を配

分することをいつでも自由にできるので，魅力に乏しい飲食店ポータルサイト

はたちまち座席を失うという激しい競争にさらされている。 
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⚫ 飲食店から飲食店ポータルサイトへの座席提供が取りやめられることは，実際

に生じている。飲食店ポータルサイトは，加盟店契約について，期間中に解約

された場合でも飲食店に対して解約金を請求することはない。 

 

(3) 独占禁止法上の考え方 

消費者が飲食店選びに飲食店ポータルサイトを活用することが一般的とな

る中で，飲食店としては，より効果的な広告手段のために，飲食店ポータルサ

イトを利用することがより重要となってきていると考えることもできる。 

優越的地位にあるかどうかの判断に当たっては，個々の飲食店ポータルサイ

トの市場における地位，飲食店が加盟している飲食店ポータルサイトに対する

取引依存度，加盟店にとっての取引先の変更可能性等，個々の取引内容を踏ま

える必要があるため，一概に判断することはできないものの，アンケートの回

答結果及び飲食店ヒアリングの結果を踏まえると，飲食店ポータルサイトの中

には，飲食店に対して取引上，優越的地位にあるといえる飲食店ポータルサイ

トが存在する可能性は高い。 
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２  飲食店ポータルサイトと飲食店等の契約や取引慣行 

(1) 一方的な契約内容の変更 

ア  実態 

飲食店ポータルサイトが飲食店と加盟店契約を締結する場合には，通常，

この二者間で契約書が交わされることになる。契約内容については，例えば，

月額の手数料について，個別の交渉に応じる飲食店ポータルサイトもあれば，

全ての加盟店に対して同様の契約内容を締結する飲食店ポータルサイトも

ある。飲食店ポータルサイトは，契約締結後に契約内容を変更することもあ

り，その変更内容によっては，飲食店の利益に影響を与える場合がある。 

契約内容の変更について，飲食店ポータルサイトにヒアリングを行ったと

ころ，以下のとおり，加盟店が受ける不利益の程度等に照らし，変更の内容

によって加盟店への通知方法に違いを設けているといった意見があった。 

 

⚫ 加盟店へは，管理ツールによる通知とメールによる通知の両方を行っている。

また，通知期間については，明確な数値基準を置いてはいないが，基本的に不

利益の程度に応じて都度判断している。 

⚫ 契約内容の変更に関しては，原則，利用約款に基づき，管理画面上で通知を行っ

ている。他方，手数料率についての変更は，３か月以上の猶予期間を設けて，

管理画面上とメールの双方で通知を行うことになるだろう。手数料率を上げる

など，契約先の負担が増える場合は，契約先の同意確認も行う予定。 

⚫ 加盟店との取引関係上，一方的な契約改定はできないため，店舗に不利な条件

を押し付けるということはない。 

⚫ 加盟店への通知方法は，変更内容の影響の範囲や緊急度により，社内で検討し

て使い分けている。また，営業担当からの情報で，個別対応が必要な店舗につ

いては，直接訪問といった対応も行うことがある。 

 

また，加盟店に対して，これまで飲食店ポータルサイトからの一方的な契

約等の変更があったかについてアンケートを行ったところ，約11％の加盟店

が，契約変更について，同意なく一方的に行われたことがあると回答し（図

表４－８），このうち，約69％の加盟店はその変更により，不利益を被った

と回答している（図表４－９）。 
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図表４－８：一方的な契約等の変更の有無 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

図表４－９：一方的な契約等の変更による不利益の有無 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

図表４－10：一方的な契約等の変更により発生した不利益の具体例（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

また，飲食店ポータルサイトと飲食店間の契約において，飲食店ポータル

サイトの多くは，契約内容の変更について，加盟店からの申出がなされない

限り，その変更に同意したものとみなす包括同意条項，いわゆるみなし規定

を設定していることもある。そのため，飲食店にとって不利益となるような

契約等の変更について，その都度，飲食店の明示的な同意を必要としない場

合もあり得る。 
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イ  独占禁止法上の考え方及び望ましい対応 

上記アンケート結果やヒアリング等を踏まえると，飲食店ポータルサイト

が，例えば，加盟店から受け取る手数料の額を引き上げるなど，加盟店との

契約内容を変更することはあり得る。このとき，自己の取引上の地位が飲食

店に対して優越している飲食店ポータルサイトが，飲食店との協議を重ねる

ことなく，一方的に契約内容の変更を行うことで，飲食店に対して，正常な

商慣習に照らして不当に不利益を与える場合は，独占禁止法上問題（優越的

地位の濫用）となるおそれがある。 

当該判断に当たっては，契約変更によって飲食店が被る不利益の内容，契

約を変更する合理的な理由の有無，契約変更によって取引条件を改定する通

知から実施までの期間等を考慮することになる。 

なお，飲食店ポータルサイトと飲食店の契約において，飲食店にとって不

利益とならないような契約変更についてまで，全ての加盟店から個別に同意

を得ることは飲食店ポータルサイトにとって負担となり得るため，包括同意

条項が必要であることには一定の合理性はあり，契約における包括同意条項

が必要となることもある。 

しかし，包括同意条項によって，契約の変更について，飲食店が同意した

ものとみなすことは，飲食店が飲食店ポータルサイトを利用せざるを得ない

状況において，契約の変更が飲食店にとって不利益になるときであっても，

受け入れざるを得ない状況がより発生しやすくなる。 

これらを踏まえると，飲食店ポータルサイトは，包括同意条項を設定して

いたとしても，飲食店に不利益を与えるおそれがあり，協議を必要とするよ

うな契約変更については，変更に当たり，根拠を示しつつ，改定までの期間

を十分に設けた上で，飲食店から，十分に意見の聞取りを行い，飲食店から

の意見が寄せられる場合には，その意見について，できる限り考慮すること

が望ましい。 
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(2) クーポン等の割引情報に係る同等性条項 

ア  実態 

飲食店ポータルサイトの多くは，飲食店の店舗情報等を掲載する中で，消

費者が飲食店に対して支払う料金を割り引くクーポンや，提供する料理の品

数を増やすクーポン等といった実質的な割引情報を掲載している。 

このような割引については，通常，割引原資を飲食店が負担することが一

般的である。 

クーポン等の割引情報は，消費者にとっては有益なものであり，消費者ア

ンケートによると，クーポン等の割引情報の取得を目的として，使用する飲

食店ポータルサイトを決めている場合（図表４－11）や，そのクーポン等の

内容が飲食店を選ぶ際の大きな要素になっている場合もある（図表４－12）。 

 

図表４－11：消費者が飲食店ポータルサイトを選ぶ際に重要視する事項（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（消費者向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

図表４－12：飲食店選択において消費者がクーポン等の割引情報を参考にしている程

度 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（消費者向け）の回答を基に当委員会作成。 
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このクーポン等の割引情報については，消費者への訴求効果も高いため，

飲食店ポータルサイトの中には，他の飲食店ポータルサイトに掲載している

クーポン等の割引情報と同等以上の条件によるクーポン等の割引情報の掲

載を飲食店に対して求める同等性条項を契約で規定しているものもいる。 

この点，加盟店に対するアンケートを行ったところ，約15％の加盟店が他

の飲食店ポータルサイトと同等以上の条件による割引情報の掲載を求めら

れたことがあると回答している（図表４－13）。 

 

図表４－13：他の飲食店ポータルサイトと同等以上の条件の割引情報を求められたこ

とがあるか 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

また，クーポン等の割引情報について，加盟店に対してアンケートを行っ

たところ，以下のような意見があった。 

 

⚫ クーポンを表示しないことにより店舗情報の表示順位が下がるとの説明を受け

た。 

⚫ ある飲食店ポータルサイトから，その飲食店ポータルサイトだけのクーポンや

料理コース等の新設を要求され，負担が増大した。 

⚫ ある飲食店ポータルサイトから他社のクーポン以上に割引をしないと，掲載で

きないと言われた。 

⚫ 通常の割引対応以上の値引きを要求され，結果として利益減につながっている。 

 

その一方で，飲食店ポータルサイトに対するヒアリングによると，以下の

とおり，クーポン等の割引情報の掲載は加盟店の任意であるとの意見もあれ

ば，他の飲食店ポータルサイトと同等かそれ以上のものを掲載するようお願

いしているとの意見もあった。 

 

⚫ クーポンの掲載に関して，当社がペナルティー等を設定することは，一切ない。

店舗は，完全な任意でクーポンを掲載している。 
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⚫ 集客サポートの一環として，クーポンが有効であると思われる店舗に対して，

クーポンの提案をさせていただくことはあるが，クーポンの発行を店舗に強制

することはない。 

⚫ ユーザーとしてはクーポン等の値引きや特典提供は魅力的であり，加盟店への

集客効果もあることから，当社サイトにおいてもこれらを掲載しているところ

であるが，現状，当社は，クーポンよりも予約時に付与するポイントのほうを

重視し，そこに力を入れている。 

⚫ クーポンや割引情報の掲載は加盟店の任意で，その原資は加盟店の負担になる。

規約上に同等性条項は設けておらず，加盟店に対しても積極的にクーポンの掲

載を推奨していない。 

⚫ 他の飲食店ポータルサイトに掲載されている割引条件については，足並みを揃

えるか，より有利な条件で掲載するようお願いしている。 

⚫ 他社サイトと同等のクーポンを出すよう依頼することについては，飽くまでお

願いベースではあるかもしれない。もちろんお願いではあるので，クーポンの

提供に応じなかったからといって，金銭面や表示順位を含めて，何らかの不利

益を課すようなことはしていない。 

 

イ  独占禁止法上の考え方 

クーポン等の割引情報に係る同等性条項が存在する場合，ある飲食店ポー

タルサイトに割引率の高いクーポン等を掲載した飲食店は，同等性条項を設

けている他の飲食店ポータルサイトに対しても同等以上のクーポン等を掲

載しなければならなくなり，それは飲食店にとって必要以上の負担となり得

ることから，飲食店は割引率の高いクーポン等を掲載するインセンティブが

減少することになる。 

また，他の飲食店ポータルサイトにとっては，クーポン等の割引情報の内

容で差別化を図ることが困難になり，加盟店手数料を引き下げることでより

割引率の高いクーポン等を掲載するよう飲食店に働きかけるといった行為

ができなくなるため，飲食店との取引条件について競争するインセンティブ

が減少することになる。 

これらの意味において，同等性条項については，飲食店ポータルサイト間

や飲食店間における競争を阻害し，その競争による利益を消費者が享受でき

なくなるおそれがある。 

特に，市場における有力な飲食店ポータルサイト21が単独で，又は複数の

                         
21 「市場における有力な事業者」と認められるかどうかについては，当該市場（制限の対象と

なる商品と機能・効用が同様であり，地理的条件，取引先との関係等から相互に競争関係にある

商品の市場をいい，基本的には，需要者にとっての代替性という観点から判断されるが，必要に

応じて供給者にとっての代替性という観点も考慮される。）におけるシェアが 20％を超えること
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飲食店ポータルサイトが並行的に同等性条項を設けることにより，価格維持

効果22や市場閉鎖効果23が生じる場合には，独占禁止法上問題（拘束条件付取

引）となるおそれがある。 

また，クーポン等の割引情報は，消費者への訴求効果が高いことを考える

と，飲食店にとって重要な競争手段といえる。そのため，クーポン等の割引

情報が飲食店の負担によって掲載されている場合，飲食店の自主的な意思に

基づいて掲載するか否かの判断が行われることが望ましい。 

 

 

  

                         
が一応の目安となる。ただし，この目安を超えたのみで，その事業者の行為が違法とされるもの

ではなく，当該行為によって「市場閉鎖効果が生じる場合」又は「価格維持効果が生じる場合」

に違法となる。 

 市場におけるシェアが 20％以下である事業者や新規参入者がこれらの行為を行う場合には，

通常，公正な競争を阻害するおそれはなく，違法とはならない（流通・取引慣行ガイドライン第

１部の３(4)）。 
22 「価格維持効果が生じる場合」とは，非価格制限行為により，当該行為の相手方とその競争者

間の競争が妨げられ，当該行為の相手方がその意思で価格をある程度自由に左右し，当該商品の

価格を維持し又は引き上げることができるような状態をもたらすおそれが生じる場合をいう（流

通・取引慣行ガイドライン第１部の３(2)イ）。 
23 「市場閉鎖効果が生じる場合」とは，非価格制限行為により，新規参入者や既存の競争者に

とって，代替的な取引先を容易に確保することができなくなり，事業活動に要する費用が引き上

げられる，新規参入や新商品開発等の意欲が損なわれるといった，新規参入者や既存の競争者が

排除される又はこれらの取引機会が減少するような状態をもたらすおそれが生じる場合をいう

（流通・取引慣行ガイドライン第１部の３(2)ア）。 
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(3) 飲食店の予約情報の提供制限 

ア  実態 

前記第３の１（２）イのとおり，飲食店ポータルサイトが消費者から受け

取った予約情報のうち，どういった情報を飲食店に伝えるかは，飲食店ポー

タルサイトによって異なっている。 

予約情報は個人情報に該当するため，飲食店ポータルサイトには，個人情

報保護法に則り，適切な管理が求められる。 

一方，飲食店にとって，予約情報は予約日時，来店人数，料理等の来店に

直接的に関連する情報である。加えて，飲食店は，実際に来店した消費者が

リピーターとなるように，後日，割引情報や期間限定情報等を提供するため

にメールアドレスを活用する場合や，来店者の料理の好みやアレルギーの把

握等のきめ細かいサービスの提供や，急遽営業を休止するとき，予約内容に

変更があったときの連絡手段としてメールアドレスを活用する場合がある。 

加盟店アンケートによると，約13％の飲食店は提供するサービスの内容を

より魅力的なものとするために，予約客に関する情報の提供を受けたいが，

飲食店ポータルサイトから十分な提供を受けられていないと回答している

（図表４－14）。 

 

図表４－14：予約情報の提供を十分に受けられていないことがあるか 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

この点について，飲食店ヒアリングにおいては，以下のとおり，予約情報

を自店の集客に活用したいが飲食店ポータルサイトから十分に提供しても

らえていないといった意見があった。 

 

⚫ 飲食店ポータルサイトが提供している予約管理システムだと，個人情報は飲食

店ポータルサイトのものとして取り扱われており，店舗側には渡してもらえず，

自店の集客に活用することは困難である。 

⚫ メールアドレスが使えれば，店舗の売上げの10％から20％は増やせるのではな

いかと思っている。 
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飲食店に来店した消費者が２回目以降も，リピーターとして引き続き来店

することは，少ないと言われることもあり，そのため，飲食店にとってはリ

ピーターを獲得することが重要と言われている。この点からも，予約情報の

活用が必要という考え方もある。 

飲食店ポータルサイトが飲食店に全ての予約情報を提供していないこと

について，飲食店ポータルサイトに対してヒアリングを行ったところ，以下

のとおり，消費者から受け取った予約情報は，プライバシーポリシーにおい

て，加盟店に対して共有することについて，消費者の同意を得るなど適切な

手続を経た上で，加盟店との共同所有として提供しているとする意見もあれ

ば，予約に必要な情報に限ってしか提供していないといった意見もあった。 

 

⚫ 飲食店がメールアドレスをどう使用するかが不明であり，ユーザーからの苦情

リスクを検討しきれていないため，メールアドレスは提供していない。規約で

消費者から同意を取っていたとしても，当社経由で予約した場合に，例えばダ

イレクトメールが頻繁に送られてくると，消費者にマイナスの印象を与えてし

まう。この点，メールアドレスを提供していないのは，個人情報保護法の観点

からである。 

⚫ 予約情報については，当社が取得し，加盟店に対し第三者提供を行っている。

利用目的については予約情報取得の際に当社サイト上で通知しており，当社に

よる利用はこの通知した目的に限られる。また，予約情報の加盟店への提供に

ついては，目的の達成の範囲内で当社が加盟店に提供することとしており，ユー

ザー保護とのバランスを考慮し，加盟店に提供する情報項目については，当社

が決定している。 

⚫ 予約者の情報については，当社の所有であると認識している。他方，加盟店に

対しては，予約対応に必要な範囲内でのみ情報の提供を行っている。この点，

加盟店に対して全ての情報を提供していない理由は，情報流出のリスクヘッジ

と，当社内で，提供が許容される情報の範囲を明確に定めていないためである。 

⚫ 予約情報は，飲食店ポータルサイトが，飲食店への第三者提供という目的を含

む利用目的についてユーザーから同意を得て，取得している。ユーザーも，個

人情報を加盟店ではなく当社に提供していることを，認識しているはずである。 

⚫ 飲食店ポータルサイトは，ユーザーからの同意に基づいてその範囲内で，さら

に，情報セキュリティ上の観点から，予約当日に飲食店が予約者にサービスを

提供することができるために必要な情報に限って提供している。したがって，

加盟店に対する情報の提供は，適正な範囲で行われている。 

⚫ 当社としては，予約後に実際に飲食店に来店した消費者に対して，飲食店が，

当社から受け取った予約者の情報を活用して，飲食店ポータルサイトを迂回し

て直接つながりを持とうとすることは，飲食店によるユーザーサービスの一環

であることから，特に問題視していない。 
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⚫ 予約情報については，当社と加盟店の共同所有であると認識している。したがっ

て，当社が入手した予約情報は全て，加盟店に提供している。 

 

イ  競争政策上の考え方 

予約情報については，個人情報に該当するため，個人情報保護法の観点か

ら，個人情報の流出等に十分に留意することが望ましいこととされている。

一方で予約情報については，飲食店が消費者と連絡を取るために必要である

ことや，飲食店が消費者に対して自由な営業活動を行うために重要な競争手

段となる情報であると考えることもできる。このため，このような観点にお

いては，消費者の同意がある場合に，予約情報の提供を制限することは，競

争政策上望ましくない。 

 

ウ  望ましい対応 

飲食店ポータルサイトが，自らの飲食店ポータルサイトの会員登録時に消

費者から受け取る個人情報を飲食店に共有しないことは一定の合理性があ

ると考えられるものの，消費者が飲食店ポータルサイトを通じて飲食店の予

約をする場合に必要となる個人情報については，自らの飲食店ポータルサイ

トの会員であるか否かにかかわらず，可能な限り飲食店の意見も十分に聞い

た上で，消費者が提供に同意する範囲内で予約情報を飲食店と共有すること

により，飲食店の自由な営業活動を促進することが，公正かつ自由な競争環

境を確保する観点から望ましい。 
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(4) 飲食店ポータルサイトと営業代理店との契約や取引慣行 

ア  実態 

前記第３の３のとおり，飲食店ポータルサイトの事業活動上，営業範囲が

全国にわたることから，一部の飲食店ポータルサイトは，営業代理店と契約

し，飲食店ポータルサイトの飲食店に対する営業活動を営業代理店に委託し

ている場合がある。一部の地域しか営業代理店を利用していない飲食店ポー

タルサイトもあれば，新規契約のうち７割程度の顧客獲得を営業代理店が

行っている飲食店ポータルサイトもある。 

飲食店ポータルサイトが営業代理店と契約をする理由について，飲食店

ポータルサイトからは，以下のとおり，自社の営業力を補うためとの意見が

あった。 

 

⚫ 当社と比較して，営業代理店は豊富なリソースをもっており，当社の営業展開

においても，営業代理店が重要な役割を果たしてきた。 

⚫ 地方都市圏まで自社で営業を行うことは人的リソースの観点から困難であると

ころ，当社としては掲載エリアの拡大を積極的に行っていきたいと考えている

ためである。 

 

また，営業代理店に対して，飲食店ポータルサイトとの取引関係等につい

て，ヒアリングを行ったところ，以下のとおり，飲食店ポータルサイトより

も弱い立場にあるといった意見があった。 

 

⚫ 飲食店ポータルサイトから，営業のノルマとして，当社の保有している契約店

舗のうち予約在庫を出している店舗の割合について目標率が設定され，期限内

に目標率を達成するように求められている。そして，当該期限までに，目標を

達成できない場合には，当社に支払う手数料を引き下げると言われている。 

⚫ 特定の事業者に対してというものではないが，飲食店ポータルサイトがサービ

スの提供元である以上，強い立場にはある。飲食店ポータルサイトが大きくな

ればなるほど従わざるを得ない。 

⚫ 飲食店ポータルサイトと交渉する中で両者とも絶対に引けないとなった場合

は，飲食店ポータルサイト側が最終的に勝つ。 

 

イ  独占禁止法上の考え方 

飲食店ポータルサイトと営業代理店間の委託契約における取引について

は，継続的なものが多く，受託者である営業代理店は取引先の変更が困難で

あるとした営業代理店もあった。加えて，営業代理店の中には，特定の飲食

店ポータルサイトとの取引が売上の相当程度を占めているものもいる。この

ような場合，営業代理店にとって，飲食店ポータルサイトとの取引の継続が
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困難になることが営業上，大きな支障を来す場合もあり，営業代理店にとっ

て著しく不利益な契約変更についても受け入れざるを得ない場合もあり得

る。このとき，飲食店ポータルサイトは営業代理店に対して優越的地位にあ

る可能性がある24 25。 

飲食店ポータルサイトと営業代理店がどのような条件で取引するかは，基

本的にはそれぞれの自主的な判断に委ねられるものであるが，上記のように

飲食店ポータルサイトが営業代理店に対して優越的地位にあると考えられ

るときに，例えば，営業代理店との間で十分に協議することなく，達成が厳

しいと考えられるノルマを一方的に設定し，それを達成できなかった場合に

営業代理店に対して支払うべき手数料を減額するなど，正常な商慣習に照ら

して不当に，不利益を一方的に押し付ける場合，独占禁止法上問題（優越的

地位の濫用）となるおそれがある。 

  

                         
24 優越的地位の考え方については，甲が取引先である乙に対して優越した地位にあるとは，乙

にとって甲との取引の継続が困難になることが事業経営上大きな支障を来すため，甲が乙にとっ

て著しく不利益な要請等を行っても，乙がこれを受け入れざるを得ないような場合とされている

（「優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方」第２の１）。 
25 実際の優越的地位の認定に当たっては，取引依存度，市場における地位，取引先変更の可能

性，その他取引することの必要性を示す具体的事実を総合的に考慮して判断される（「優越的地

位の濫用に関する独占禁止法の考え方」第２の２）。 
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３  飲食店ポータルサイトに掲載される情報について 

(1) 表示順位について 

ア  表示順位の実態 

(ｱ) 表示順位の決定について 

表示順位について，前記第３の１（２）ア（イ）のとおり，掲載サービ

スに手数料を設けている飲食店ポータルサイトの多くは，低額な手数料を

支払うプランを契約している飲食店よりも，より高額な手数料を支払うプ

ランを契約している飲食店をより上位に表示するようにしている。 

飲食店ポータルサイトの中でも，月間訪問者数が多く，掲載店舗数も多

いような飲食店ポータルサイトについては，契約プランの金額の多寡で大

まかな表示順位が決定されているなど，表示順位が実質的に広告枠と類似

の機能を果たしている場合があった。 

その上で，飲食店数が多い地域等，飲食店間の競争が激しい地域におい

ては，より高額なプランを契約していたとしても，同内容のプランを契約

している飲食店が多いため，さらに表示順位を決定する要素が必要となる。 

そのような場合，表示順位に関連する要素と，飲食店ポータルサイトの

独自のルール（アルゴリズム）を組み合わせることによって，表示順位が

決められることになる（図表４－15）。 

 

図表４－15：表示順位を決定する主な要素のイメージ 
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各飲食店ポータルサイトへのアンケートの回答をまとめると，表示順位

を決定する要素は，主に図表４－16の要素の中からいくつかの要素を組み

合わせるなど，各飲食店ポータルサイトによって大きく異なっている。 

 

図表４－16：各飲食店ポータルサイトの表示順位を決定する主な要素等 

表示順位を決定する主な要素等 

・契約プランの金額 

・インターネット予約機能の有無 

・予約在庫の有無 

・閲覧数 

・更新日時 

・口コミ数 

・口コミの投稿日 

・掲載情報の豊富さ 

・ユーザーの嗜好 

・外部メディアの評価 

・特典の有無 

・予約実績 

・指定地からの距離 

・共通ポイント対応有無 

・ランダムで表示順位を決定（すべての

要素が同一条件だった場合等） 

出所：書面調査（飲食店ポータルサイト向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

また，上記の要素をどのように組み合わせて，実際の表示順位を決定し

ているかについて，各飲食店ポータルサイトにヒアリングを行った。その

結果は，以下のとおり，飲食店ポータルサイトによって組み合わせ方は

様々であった。 

 

⚫ まずは有料加盟店が上位表示される。その上で，エリアのみ検索の場合は飲食

店ポータルサイトに支払う月額料金が大きい店舗が上位に来るようになってい

る。料理ジャンル指定の場合は，課金額の大きさよりも料理ジャンルのマッチ

率によって上位表示されることとなる。 

⚫ 表示順位に影響を与える要素として，ネット予約の可否がある。その他，写真

の掲載枚数などの加点要素があり，加点方式にて表示順位を決定している。（要

素が同一の場合は，）完全なランダムである。 

⚫ コースの割引率や特典の有無を要素としている。その他，ミシュランなどの外

部指標を主な要素としている。 

⚫ より高い掲載料を支払っている飲食店がより上位に表示される。下位プランの

飲食店が上位プランの飲食店よりも上位に表示されることはない。 

⚫ 標準的な表示方法（点数ランキングなど特定の条件に基づく表示方法を除く）

では，高価格プラン順で表示順位を決定する。同一プラン内においては，座席

やポイント利用などの要素で判断を行っている。影響を与える要素が全て同一

であった場合には，完全なランダム表示としている。 
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(ｲ) 飲食店及び消費者の表示順位に対する受け止め 

一方，飲食店は表示順位について，加盟店アンケートにおいて，以下の

ように回答している。 

 

図表４－17：表示順位を上昇させたいと思うか 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

回答者の９割を超える飲食店が表示順位を上昇させたいと考えており，

その理由としては，以下のように回答している。 

 

図表４－18：表示順位を上昇させたいと思う理由（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

表示順位を上昇させることによって，消費者がその飲食店情報を閲覧す

る可能性が大きくなると回答している飲食店は約80％おり，予約数が増え

ると回答している飲食店は約71％いる。つまり，表示順位について，自身

の飲食店がより上位に表示されることが飲食店にとって重要であること

が分かる。 

上位に表示されることが，より消費者に閲覧されやすいことについては，

消費者へのアンケートによっても確認できる。消費者アンケートにおいて，

約59％の消費者は，多くても，飲食店ポータルサイトに表示されたページ

の３ページ目までしか閲覧しないと回答している（図表４－19）。 
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思う

思わない

79.5

70.8

6.8
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店舗詳細情報を掲載しているページの閲覧数が増えるため

予約数が増えるため

その他
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図表４－19：消費者の閲覧ページ数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（消費者向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

図表４－18及び図表４－19のとおり，消費者の飲食店ポータルサイトの

利用目的が飲食店を検索するということにある場合，より上位に表示され

ないと，その飲食店の情報は閲覧されにくくなる。さらに，消費者から閲

覧されない場合，来店や予約にも結び付きにくくなる。よって，飲食店に

とって，飲食店ポータルサイトにおいて，より上位に自身の飲食店情報が

表示されることが重要であり，表示順位は飲食店にとって重要な競争手段

といえる。 

これについては，飲食店ポータルサイトへのヒアリングにおいても，以

下のとおり，ほとんどの消費者は上位に表示される飲食店しか閲覧しない

との意見があった。 

 

⚫ １ページ目を基準とすると，２ページ目の閲覧者数はその５分の１程度になり，

３ページ目以降は10分の１程度になる。 

⚫ ざっくりいうと，消費者の閲覧のほとんどが１ページ目。ランチやディナーと

いった大きなジャンルで検索する場合だと，閲覧ページ数も多くなるとは思う。 

 

また，これについて，飲食店へのヒアリングにおいて，以下のとおり，

自身の飲食店情報がより上位に表示されることが重要であるとの意見が

あった。 

 

⚫ ある特定の飲食店ポータルサイトは，消費者に対して，非常に強い影響力を持っ

ており，この飲食店ポータルサイト上で自店舗を上位表示させることは，収益

を上げる上で，極めて重要である。表示順位が下がると，消費者の閲覧数が下

がり新規の顧客が見込めなくなるため，高額な契約プランであっても上位表示

16.3 23.3 19.8
2.4

2.6
7.0 26.6 1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1ページ目のみ

2ページ目まで

3ページ目まで

4ページ目まで

5ページ目まで

それ以上のページ

検索内容による

分からない

多くても３ページ目までしか閲覧しないとの回答が59.4％を占める 

N=10,000 
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を行うためには，契約を切ることはできない。 

⚫ サイト内の上位表示は，集客において非常に重要である。この点，１ページ目

とまではいわないが，ユーザーが閲覧する店舗は，せいぜい３から４ページ目

程度までではないか。 

⚫ ユーザーは上位表示されている店舗から順に閲覧していくのが通常であるた

め，上位表示されれば集客に直結することはいうまでもない。加えて，店舗が

何ページ目に表示されるかも極めて重要である。例えば，店舗が１ページ目に

表示されるのと２ページ目に表示されるのとでは，感覚として集客力に約４倍

程度の差が生じる。 

⚫ 表示順位が消費者へ与える影響は大きいと思料。価格で勝負しようとすると安

売り合戦となるため，当社としては口コミの点数を上げ，より良い表示順位を

獲得する方向で考えている。 

⚫ 消費者は２，３ページしか閲覧をしないため，上位に表示されている方が問い

合わせや閲覧につながる。 
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(ｳ) 表示順位の決定における不透明さについて 

飲食店の売上を左右する可能性がある表示順位の決定に関連する要素

や，どのようなルール（アルゴリズム）に基づいて実際に表示順位を決定

しているかについて，加盟店は，飲食店ポータルサイトから，以下のよう

な説明を受けていると回答している。 

 

図表４－20：表示順位を決定する要素として，飲食店が説明を受けているもの（複数

回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

しかし，このように説明を受けている一方で，加盟店は，飲食店ポータ

ルサイトの表示順位や店舗の評価（評点）について，不満や疑問を感じた

ことがあるかという質問に対して，約32％の飲食店が不満や疑問を感じた

ことがあると回答している（図表４－21）。 

 

図表４－21：飲食店の表示順位や店舗の評価（評点）に対する不満や疑問の有無 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

この点，どのような不満があるかについて飲食店にヒアリングを行った

ところ，以下のとおり，表示順位の決定に不公正や不透明な部分を感じる

といった意見があった。 
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閲覧者の嗜好との類似性

その他
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⚫ お金を出せば上位表示され露出が増えるという飲食店ポータルサイトのビジネ

スモデルは，実際に来店した消費者のギャップ感が増大するだけであり，飲食

店ポータルサイトへの信頼感，店舗への信頼感を低下させることにつながって

しまうものと認識している。したがって，このような現状のビジネスモデルか

ら転換を図ることが，業界にとっても必要不可欠である。 

⚫ 同じ契約プランで同じ料金を支払っているのであれば，やり方は色々あると思

うので，平等性は維持してほしいと感じる。下位に表示されているときに，同

じ表示順位が１か月続くと，飲食店側としては不公平感を抱いてしまう。 

⚫ 表示順位を左右することができるのは飲食店ポータルサイトである以上，なか

なか文句も言い辛い。当社が文句を言ったことで，飲食店ポータルサイトが当

社の表示順位を下げる等といったことはしないと信じたいが，そういったおそ

れがないわけではないので，飲食店ポータルサイトになかなか物を言うのは難

しい。 

⚫ ある程度表示順位が上にこないと消費者に見てもらえないのも事実であり，当

社の中でも，店舗の集客数が落ちている中で，飲食店ポータルサイトの営業担

当者から集客数を増やすには表示順位を上げなければならないと言われると，

表示順位が上位に来るような高額プランの契約を押し切られ，契約せざるを得

ない担当者も多い。 

 

また，消費者に対するアンケートにおいて，飲食店ポータルサイトの表

示順位がどのような要素で決定されているかについて質問したところ，約

56％の消費者が，表示される飲食店の順位がどのように決定されるかにつ

いて，知らないと回答しており，知っている飲食店ポータルサイトもあれ

ば，知らない飲食店ポータルサイトもあると回答しているものも含めると，

約89％の消費者が表示順位がどのように決定されているかを知らない状

況にある（図表４－22）。 

 

図表４－22：消費者の表示順位に対する理解の程度 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（消費者向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

 

N=10,000 

10.7 33.6 55.6
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知っている 知っている飲食店ポータルサイトもあれば，知らない飲食店ポータルサイトもある 知らない



49 

 

イ  独占禁止法上の考え方 

一般的に広告は，より消費者の目につきやすいスペースに掲載するために

は，より高い掲載料金が掛かるものであるところ，より上位に店舗情報を表

示させるために，より高い手数料が必要となる表示順位は広告に類似の側面

を持っていると考えられる。 

また，飲食店が飲食店ポータルサイトと契約する主な目的の１つは，効果

的な広告効果を得ることであり，飲食店にとって，より上位に表示されるこ

とによって，閲覧者数や売上が左右されるなど，表示順位は重要な競争手段

となっていると考えられる。 

このような状況の中で，飲食店ポータルサイトがある飲食店の表示順位を

落とすことが，直ちに独占禁止法上問題となるものではないが，例えば，市

場において有力な地位を占める飲食店ポータルサイトが，同じ契約プランの

飲食店のうち，表示順位の決定について，合理的な理由なく，恣意的にルー

ル（アルゴリズム）を設定・運用することなどにより，特定の飲食店の表示

順位を落とすなど，他の飲食店と異なる取扱いをする場合であって，当該行

為によって，特定の飲食店が競争上著しく不利になり，当該飲食店の競争機

能に直接かつ重大な影響を及ぼし，飲食店間の公正な競争秩序に悪影響を及

ぼす場合等には，独占禁止法上問題（差別取扱い）となるおそれがある。 

また，例えば，飲食店に対して優越的地位にある飲食店ポータルサイトが，

正当な理由なく，通常のルール（アルゴリズム）の設定・運用を超え，特定

の飲食店のみ適用されるようなルール（アルゴリズム）を恣意的に設定・運

用等をし，当該飲食店の表示順位を落とすことにより，当該飲食店に対し，

自らの飲食店ポータルサイトにとって都合のよい契約プランに変更させる

など，正常な商慣習に照らして不当に不利益を与える場合，当該行為は独占

禁止法上問題（優越的地位の濫用）となるおそれがある。 

表示順位の決定について，上記のような恣意的な設定・運用を行う場合に

は，独占禁止法上問題となるおそれがあるため，このような設定・運用を行

わないことが公正かつ自由な競争環境を確保する観点から必要である。 

 

ウ  望ましい対応 

表示順位を決定する際の重要な要素が明らかでないなど，その取扱いが著

しく不透明な状況で運用を行うような場合には，飲食店に対して優越的地位

にある飲食店ポータルサイトからみれば，例えば，自らにとって都合のよい

契約プランに変更させるなど，自己の販売施策（営業方針）に従わせやすく

なるという効果が生じやすくなると考えられる。 

加えて，この不透明な状況は，飲食店からみれば，飲食店ポータルサイト

にとって都合のよい契約内容に変更しなければ表示順位を落とされるかも

しれないとの懸念を生じさせる。 
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この不透明な状況を改善させることは，かかる効果や懸念を減少させるこ

とになると考えられるため，不透明な状況を改善することが公正かつ自由な

競争環境を確保する観点から望ましい。 

しかし，実際に表示順位を決めるルール（アルゴリズム）等は，飲食店ポー

タルサイトの特徴を直接的に表す重要な競争手段である中で，特定の飲食店

ポータルサイトがその全てを公開することは，その飲食店ポータルサイトの

競争事業者に対する競争力を弱めることとなる可能性がある。 

このため，飲食店ポータルサイトは，表示順位に関係する重要な要素につ

いて，飲食店及び消費者に対して，可能な限り明らかにするなど，表示順位

の取扱いについて，透明性を確保することが公正かつ自由な競争環境を確保

する観点から望ましい。 

また，飲食店ポータルサイトは，その透明性を確保することに加え，表示

順位の取扱いについて，飲食店間で公平に扱われるなどの公正さを確保する

ための手続・プロセスの整備も必要となる。例えば，第三者がチェックする

などの手続や体制を構築するなどによって公正性を確保することが公正か

つ自由な競争環境を確保する観点から望ましい。  
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(2) 契約プランと表示順位（高額プランへの誘導及び低額プランへの切替え制限） 

ア  契約プランと表示順位の実態 

(ｱ) 高額プランへの誘導 

飲食店は，飲食店ポータルサイトとの間で加盟店契約を締結する際に，

複数の契約プランの中から，自らの意思によって，特定の契約プランを選

択することになる。契約プランには，毎月定額で支払うような契約プラン

もあれば，例えば，年末など，一般に飲食店の予約者数が伸びる時期に，

○○特集などといった期間限定のページに広告を出すようなスポットで

広告料金を支払うような契約プランもある。 

そのため，飲食店ポータルサイト上で，表示が上位に位置するなどの効

果的な広告を行いたい飲食店は，これらの契約プランを組み合わせるなど

して，飲食店ポータルサイトとの間で契約することとなる。 

このような中で，飲食店ポータルサイトは，加盟店からのニーズや自社

の戦略上の関係等で新たな契約プランを売り出す場合がある。例えば，飲

食店が加盟店になりやすいようなエントリープランや，多くの消費者が飲

食店ポータルサイトを閲覧しやすい時間帯により上位に表示される契約

プランなどである。 

このように飲食店ポータルサイトによって新たな契約プランが売り出

される中で，最も上位に表示され，より高額な契約プランが新たに提供さ

れる場合がある。これは，それまで最も広告効果が見込まれる契約プラン

よりも，より上位に表示されるものである。 

この点について，飲食店に対してヒアリングを行ったところ，以下のと

おり，契約期間中に新たなプランが出ることによって，現在契約している

プランの表示順位が下がり不利益を受けた，あるいは，より高額な新プラ

ンに変更せざるを得ないといった意見があった。 

 

⚫ 一番高額で表示順位の優先度も一番高いプランで契約しても，途中で更に優遇

された新プランが発表されると，店舗の表示順位が，新プランを導入した店舗

よりも下に来てしまうといった不利益が発生する。契約期間中でも追加料金を

支払って新プランに変更することは可能だが，広告宣伝にも予算の上限がある

のでそう簡単に変更できない。 

⚫ 契約プランの内容に変更があるのであれば，事前にしっかり教えて欲しいと感

じている。飲食店ポータルサイトの契約プランの内容に変更があったことによ

り，売上が月ベースで数百万，トータル数千万円の影響を受けた。 

⚫ 表示順位が上がらなくなった中で，高い契約プランを利用すれば上がると言わ

れれば，そのプランの契約を締結するしかない。 
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(ｲ) 低額プランへの切替え制限 

飲食店ポータルサイトが，前記（ア）のとおり，より上位に表示され，

より高額な新たな契約プランを提供する場合に，飲食店によっては，広告

宣伝費等の都合上，より高額なプランに変更できない場合もある。そのと

き，飲食店によっては，現在契約しているプランがより上位に表示されな

いのであれば，現在の契約しているプランの広告効果が相対的に減少する

ことから，より低額のプランに契約を変更したいと考える場合もある。 

しかし，飲食店ポータルサイトの中には，契約期間中により高額な契約

プランへの変更を認めているにもかかわらず，より低額なプランへの変更

は認めていないものもいる。この点，飲食店ポータルサイトにヒアリング

を行ったところ，以下のような意見があった。 

 

⚫ 契約期間中のプラン変更については，高額プランへの切り替えであれば可能と

しているが，低額プランへの切り替えについては受け付けていない。 

⚫ 当事者双方が契約期間を守ることが基本となるため，途中解約の場合には，イ

レギュラーな事態への弊社側のオペレーションコストが重いという問題があ

る。 

⚫ 低額プランへの切替えは受け付けていない。システム面や運用面の都合により，

契約上はプラン変更自体をできないこととしているが，高額プランへの切替え

は当社としても意義があるため，例外的に受け付けて，プラン変更の対応を行っ

ている。 

 

イ  競争政策上の考え方 

飲食店ポータルサイトが顧客のニーズや市場の競争環境に合わせて新た

な契約プランやサービスを提供することは，一般的に望ましいことといえる。

しかし，新たなプランを提供する中で，より上位に表示される，より高額な

プランの登場は，最も上位に表示されるよう加盟店となっていた飲食店に

とっては，従来の契約プランの契約時の前提を崩すおそれがある。 

特により上位のページに表示をしたいと考える飲食店にとっては，現在契

約しているよりも高額なプランであっても，契約せざるを得ない場合がある

が，飲食店によっては，広告宣伝費等との関係で判断することとなる。 

このとき，飲食店ポータルサイトが新たなプランの提供やプラン変更につ

いて，飲食店に対して十分な説明を行わないことは，飲食店自らが望むよう

なプランを選択し，契約する機会を十分に確保することを困難にさせるため，

競争政策上望ましくない。 
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ウ  望ましい対応 

飲食店の新規の契約時又は契約の更新時に当たり，飲食店ポータルサイト

が，現在提供していないが，表示順位等の広告効果に大きな影響を与えるよ

うな，より高額なプランを新たに提供しようと考えている場合には，その新

たなプランの内容，提供時期等も含めて，飲食店に対して十分な説明を行う

とともに，その説明に当たっては，飲食店が十分に判断できるよう，可能な

限り時間的な余裕をもって行うことが公正かつ自由な競争環境を確保する

観点から望ましい。 

また，一方で，上位に表示されないのであれば，現在契約しているプラン

の魅力が相対的に減少するため，より低額の契約プランに変更したいと考え

る飲食店もいると考えられる。そのため，飲食店ポータルサイトは，新たな

契約プラン，特に表示順位や価格体系等に大きな影響を与えるような契約プ

ランを販売する場合については，契約当初の前提条件が大きく変動すること

になるため，低額プランへの変更について，可能な限り飲食店の要望に応え

ることが公正かつ自由な競争環境を確保する観点から望ましい。 
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(3) 店舗の評価（評点）について 

ア  店舗の評価（評点）の実態等 

飲食店ポータルサイトの中には，掲載している飲食店について，消費者の

飲食店選びの参考になるという観点から，比較可能な点数や星の数，格付と

いった店舗の評価（評点）を付しているものがある。 

この店舗の評価（評点）の算出方法については，飲食店ポータルサイトご

とに異なっているものの，例えば，消費者の投稿をベースに算出しているも

のであれば，投稿された評価を単純に平均して，算出しているものや，飲食

店ポータルサイトの独自のルール（アルゴリズム）を組み合わせることで，

投稿された評価を参考にして，算出するものもある。 

 

(ｱ) 消費者及び飲食店の店舗の評価（評点）に対する受け止め 

消費者アンケートにおいて，飲食店に対する星の数等の評価の点数の情

報がどの程度参考になるかについて質問した。その結果，約83％の消費者

が「かなり参考になっている」，「ある程度参考になっている」と回答し

ている（図表４－23）。つまり，店舗の評価（評点）が消費者の飲食店選

びの重要な一つの要因になっている可能性がある。 

 

図表４－23：飲食店選択において消費者が評価の点数を参考にしている程度 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（消費者向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

また，加盟店アンケートにおいても，約94％の飲食店が店舗の評価（評

点）を上昇させたいと考えており（図表４－24），その理由として，自ら

の飲食店の閲覧数や予約数が増加することを挙げている（図表４－25）。

つまり，飲食店側にとっても，店舗の評価（評点）は重要な競争手段となっ

ている。 

 

 

 

 

 

N=10,000 

27.6 55.3 16.9 0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

かなり参考になっている ある程度参考になっている あまり参考にはならない その他
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図表４－24：店舗の評価（評点）を上昇させたいと思うか 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

図表４－25：店舗の評価（評点）を上昇させたいと思う理由（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

店舗の評価（評点）は消費者及び飲食店の双方にとって重要と考えられ

ている。一方で，消費者アンケートによると，店舗の評価（評点）がどの

ように決定されているかについては，約66％の消費者が知らないと回答し

ている。さらに，知っている飲食店ポータルサイトもあれば知らない飲食

店ポータルサイトもあると回答している者も含めると約91％の消費者が，

店舗の評価（評点）がどのように決定されているかを知らない状況にある

（図表４－26）。 

 

図表４－26：消費者の店舗の評価（評点）の決定方法に対する理解の程度 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（消費者向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

N=462 

N=10,000 

6.5

93.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

思わない

思う

9.2 24.4 66.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 知っている飲食店ポータルサイトもあれば、知らない飲食店ポータルサイトもある 知らない

69.7

77.8

13.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

店舗詳細情報を掲載しているページの閲覧数が増えるため

予約数が増えるため

その他（自由記載）

N=432 
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また，加盟店アンケートにおいて，表示順位や店舗の評価（評点）につ

いて，不満や疑問を感じたことがあるか質問した。その結果，約32％の飲

食店は不満や疑問を感じていると回答している（図表４－27）。 

 

図表４－27：飲食店の表示順位や店舗の評価（評点）に対する不満や疑問の有無（再

掲） 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

さらに，飲食店に対するアンケート及びヒアリングにおいては，以下の

とおり，店舗の評価（評点）の決定に不公正や不透明な部分を感じるといっ

た意見があった。 

 

⚫ 過去に店舗の評価で最高3.6以上を取ったが，２か月前になぜか3.29に下がっ

た。その際，来客が一気に落ち，月商として200万円減少した。 

⚫ ２店舗の支配人として同じように管理していたが，なぜだか分からないが一方

の店舗は評価が3.5以上だった。また，もう一方の店舗についても，少し前まで

は3.1程度の評価しかなかったのが，急に3.27に上がった。当店に関しては評価

が上がっているので問題ないが，逆であればその理由をしっかり知りたいと考

えると思う。 

⚫ 特定の飲食店ポータルサイト上の評点が下落したことによって，店舗情報の閲

覧者数が３分の１になり，実際の売上においても，これまでに２億円の損失を

被っている。現状のように，レビュアーによって影響力に差をつけること自体

はいいとしても，差の付け方が平等ではないのではないかと感じている。 

⚫ 当社のようなチェーン店では，点数が低くつく傾向にあり，チェーン店の強み

が全く考慮されていないと感じている。 

⚫ ある店舗について，コメント数も増えたのに，3.0から点数が全く動かないのは

不思議である。一方，ある飲食店ポータルサイトから猛烈な営業を受けたため，

他の店舗は有料契約をしたところ，すぐに点数が3.5になった。その間，他の店

舗については，コメントも変わっていないし，お店の味もある店舗とは全く変

わらない。 

⚫ 有料加盟店をやめて無料会員になったら点数が大きく下がった。数年してから

31.5

68.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あり

なし

N=419 
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再び有料会員になったら点数が戻ったので，何かおかしいのではないかと思っ

ている。 

 

(ｲ) 飲食店ポータルサイトの店舗の評価（評点）に対する受け止め 

店舗の評価（評点）を掲載している飲食店ポータルサイトは，飲食店が

支払う手数料の有無やその大きさが店舗の評価（評点）に影響を与えるこ

とはないとしている。また，店舗の評価（評点）を掲載している飲食店ポー

タルサイトの中には，どのように店舗の評価（評点）が決定されているの

かについて，一部を公開している飲食店ポータルサイトもいれば，全く公

開していない飲食店ポータルサイトもいる。これについて，飲食店ポータ

ルサイトに対して，ヒアリングを行ったところ，主に以下のような意見が

あった。 

 

⚫ 当社の評点はアルゴリズムが算出しており，恣意的な操作を行えるようなもの

ではない。 

⚫ 透明性確保は当社にとっても重要な問題である。しかし，悪質業者が不正に評

点操作を行うリスクを考えると，評点の算出方法について全て公開することは

難しい。 

⚫ 算出のルールとして，独自のアルゴリズムを用いて店舗の総合的な評価を算出

している。 

⚫ 極端な評点の割合と全体の評点の割合を見て，統計的に正しい数字になってい

るのかということを参考にしている。 

 

イ  独占禁止法上の考え方 

一般的に店舗の評価（評点）が，飲食店の比較を容易にし，消費者の飲食

店の選択に資するものであり，飲食店にとっても店舗の評価（評点）が高い

ことは消費者への訴求手段として大きな効果を有していると考えられる。 

一方，飲食店にとっては，店舗の評価（評点）の水準によって，閲覧者数

や売上が左右されるなど，店舗の評価（評点）は重要な競争手段となってい

ると考えられる。 

このような状況の中で，飲食店ポータルサイトがある飲食店の店舗の評価

（評点）を落とすことが，直ちに独占禁止法上問題となるものではないが，

例えば，市場において有力な地位を占める飲食店ポータルサイトが，合理的

な理由なく，恣意的にルール（アルゴリズム）を設定・運用することなどに

より，特定の飲食店の店舗の評価（評点）を落とすなど，他の飲食店と異な

る取扱いをする場合であって，当該行為によって，特定の飲食店が競争上著

しく不利になり，当該飲食店の競争機能に直接かつ重大な影響を及ぼし，飲

食店間の公正な競争秩序に悪影響を及ぼす場合等には，独占禁止法上問題
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（差別取扱い）となるおそれがある。 

また，例えば，飲食店に対して優越的地位にある飲食店ポータルサイトが，

正当な理由なく，通常のルール（アルゴリズム）の設定・運用を超え，特定

の飲食店にのみ適用されるようなルール（アルゴリズム）を恣意的に設定・

運用等し，当該飲食店の店舗の評価（評点）を落とすことにより，当該飲食

店に対し，例えば，自らに都合のよい料金プランに変更させるなど，正常な

商慣習に照らして不当に不利益を与える場合，当該行為は独占禁止法上問題

（優越的地位の濫用）となるおそれがある。 

店舗の評価（評点）の決定について，上記のような恣意的な設定・運用を

行う場合には，独占禁止法上問題となるおそれがあるため，このような設定・

運用を行わないことが公正かつ自由な競争環境を確保する観点から必要で

ある。 

 

ウ  望ましい対応 

店舗の評価（評点）を決定する際の重要な要素が明らかでないなど，その

取扱いが著しく不透明な状況で運用を行う場合には，飲食店に対して優越的

地位にある飲食店ポータルサイトからみれば，例えば，自らにとって都合の

よい契約プランに変更させるなど，自己の販売施策（営業方針）に従わせや

すくなるという効果が生じやすくなると考えられる。 

加えて，この不透明な状況は，飲食店からみれば，飲食店ポータルサイト

にとって都合のよい契約内容に変更しなければ店舗の評価（評点）を落とさ

れるかもしれないとの懸念を生じさせる。 

この不透明な状況を改善させることは，かかる効果や懸念を減少させるこ

とになると考えられるため，不透明な状況を改善することが公正かつ自由な

競争環境を確保する観点から望ましい。 

しかし，実際に店舗の評価（評点）を決めるルール（アルゴリズム）等は，

飲食店ポータルサイトの特徴を直接的に表す重要な競争手段である中で，特

定の飲食店ポータルサイトがその全てを公開することは，その飲食店ポータ

ルサイトの競争事業者に対する競争力を弱めることとなる可能性がある。 

このため，飲食店ポータルサイトは，店舗の評価（評点）に関係する重要

な要素について，飲食店及び消費者に対して，可能な限り明らかにするなど，

店舗の評価（評点）の取扱いについて，透明性を確保することが公正かつ自

由な競争環境を確保する観点から望ましい。 

また，飲食店ポータルサイトは，その透明性を確保することに加え，店舗

の評価（評点）の取扱いについて，飲食店間で公平に扱われるなどの公正さ

を確保するための手続・プロセスの整備も必要となる。例えば，第三者が

チェックするなどの手続きや体制を構築するなどによって公正性を確保す

ることが公正かつ自由な競争環境を確保する観点から望ましい。 
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(4) 飲食店舗情報の掲載や口コミ 

ア  飲食店ポータルサイトへの店舗情報の掲載及び口コミの実態 

飲食店ポータルサイトの中には，消費者が自ら飲食店の店舗情報を掲載す

るとともに，消費者がその飲食店に対する感想等を記載する，いわゆる口コ

ミの投稿ができる機能を有している飲食店ポータルサイトも存在する。口コ

ミの投稿については，飲食店ポータルサイトによって，その方針は異なり，

どのような消費者でも自由に投稿できるものもあれば，飲食店ポータルサイ

トの会員ＩＤ等に予約情報を紐付けて，実際に予約して来店した消費者しか

投稿できないようにしているものもある。 

 

(ｱ) 店舗情報の投稿について 

店舗情報の投稿については，消費者が飲食店の店名，住所，営業時間，

飲食店で提供しているメニュー等の基本的な店舗情報を，飲食店ポータル

サイト上に投稿することによって，他の消費者も飲食店ポータルサイト上

で閲覧することが可能となる。 

しかし，消費者が投稿した店舗情報の中には，情報が正確でないものが

含まれていることがある。この点，飲食店アンケートによると，約29％の

飲食店が，消費者等によって飲食店ポータルサイト上に店舗情報を掲載さ

れることについて，掲載されて不利益を被ったことがあると回答している

（図表４－28）。 

 

図表４－28：飲食店ポータルサイトに無断で掲載されたことで不利益を被ったことの

ある飲食店 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

この約29％の飲食店のうち，具体的にどのような不利益を被っているか

について，アンケートを行ったところ，「不適切な情報を掲載された」（約

42％），「不当に評点・口コミを付けられた」（約39％）等の消費者の店

舗掲載情報の投稿及び口コミの投稿に関するものが大半となっており（図

表４－29），飲食店ポータルサイトに飲食店の情報自体が掲載されること

による不利益については，「オフィシャルサイトよりも飲食店ポータルサ

N=1,091 
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なし

あり
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イトの方が上位表示されてしまうため」及び「会員制店舗であるため」と

いった意見（約３％）となっている。今回のアンケート調査においては，

飲食店にとって，無断で掲載されることによる不利益のうち大部分が，消

費者の評価を含む口コミ投稿によって発生しているという結果になった。 

 

図表４－29：飲食店ポータルサイトに掲載されることで，どのような不利益を被った

か 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

また，具体的に不利益を受けた飲食店のうち，約54％の飲食店が飲食店

ポータルサイトに対して，削除・修正を求めている（図表４－30）。 

 

図表４－30：飲食店ポータルサイトへ店舗情報の削除・修正を求めたことのある飲食

店 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

その結果，「削除・修正ができた」と回答しているのは約21％である一

方，約48％の飲食店は，「削除・修正を拒否された」，「特段の対応なし

（無反応・申請中）」と回答しており，中には「会員になることを勧めら

れた（会員でないと修正できない旨を説明された）」と回答している飲食

店も約５％いる（図表４－31）。 
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図表４－31：飲食店ポータルサイトへ店舗情報の削除・修正を求めた結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

(ｲ) 口コミの投稿について 

消費者アンケートによると，約90％の消費者が飲食店を決める上で，口

コミを「かなり参考になっている」，「ある程度参考になっている」と回

答しており（図表４－32），消費者にとっても，他の消費者の投稿する口

コミが飲食店選びに関する重要な要素となっている可能性がある。 

 

図表４－32：飲食店選択において消費者が口コミを参考にしている程度 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（消費者向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

しかし，飲食店に対するアンケート及びヒアリングにおいては，口コミ

について，以下のとおり，実態を反映していない場合があるといった意見

があった。 

 

⚫ 悪い評価の口コミの中には，根拠のない口コミもあるのではないかと思うこと

もある。 

⚫ 口コミが集客に与えている影響が大きいと感じている。当店の口コミには，７

から８年位前の口コミで，あまり評判の良くない口コミもあったりする。しか

し，７から８年前となれば，支配人は勿論メンバーも代わっており，現在とは

25.9 
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全く状況が異なる。それにも関わらず，昔の口コミを閲覧した消費者から，現

在は大丈夫なのかといった趣旨の確認電話が来ることもある。 

⚫ 口コミサイトは不満を吐露する場になりやすく，店側としてはそのお客様と接

触できないためお客様の誤解により生じた不満が不特定多数に拡散してしま

う。 

 

この点について，飲食店ポータルサイトにヒアリングを行ったところ，

以下のとおり，独自の基準を設定し，当該基準に合わない口コミについて

は削除するなどの対応を行っているが，投稿者の主観に基づく内容につい

ては飲食店から削除の依頼があっても掲載せざるを得ない，といった意見

があった。 

 

⚫ 当社は，他社口コミサイトの情報を転載する等複数の口コミコンテンツを掲載

しているが，そのうち，加盟店の応援を趣旨とする口コミについては，詳細な

掲載基準に従って判断を行っている。具体的には，口コミの内容を８つの大項

目に分類したうえで，さらに，それぞれにつき設けられた詳細項目計１７３項

目に対し掲載可否および掲載種別が決められており，これに沿って掲載判断を

行っている。なお，応援とはとれない内容や社会通念上問題となる内容等の掲

載条件を満たさない口コミは「削除」又は「非公開」としており，おおよそ４

割の口コミが非公開となっている。 

⚫ 口コミの内容については，当該店舗をおすすめする内容を記載することを審査

基準として投稿者に開示しており，当該審査基準に従ってネガティブな内容に

ついては，掲載しないことにしている。加えて，店舗内の雰囲気が分かる内容

になっているか，極端に分かりづらい文章ではないか，公序良俗に反する内容

ではないか，個人情報に関わる記載をしていないかといった観点からも基準を

設けている。口コミは社内の審査部署にてチェックしている。 

⚫ 当人の所感に基づく投稿については修正や削除の判断は難しい。ただし，事実

と異なるとの指摘を受けた場合についてはしっかりと対応している。この点，

対応方法としては，投稿内容を一旦非表示にした上で，ユーザーに対して修正

依頼を行う方法が一般的である。 

⚫ 口コミの削除を依頼されることは，ほぼ毎日あるが，店舗の意見も聴取した上

で，最終的には口コミ利用規約に照らして判断を行っている。掲載するかどう

か判断に迷うケースについては，店舗とやり取りを行いケースバイケースで柔

軟に対応するが，規約に違反していなければ投稿を許可することが原則である。

また，明らかな誹謗中傷などは除いて，投稿者の主観に基づく投稿については

当社で判断できないので，当社の判断により投稿を削除することは行っていな

い。 
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イ  独占禁止法上の考え方 

消費者アンケートによると，店舗情報の掲載及び口コミについては，消費

者にとって魅力のあるサービスであるため，消費者の利便性等の観点や，他

の飲食店ポータルサイトとの競争上の観点からすれば，飲食店ポータルサイ

トが，より多くの店舗情報及び口コミを掲載することや，それらを消費者か

らの投稿によって収集することは一定の合理性がある。 

しかし，店舗情報の掲載及び口コミについては，場合によっては，以下の

とおり，飲食店にとって不利益を生じさせるものとなる可能性がある。 

 

(ｱ) 店舗情報の掲載 

店舗情報について，飲食店からの依頼に応じて修正・削除しないことが

直ちに独占禁止法違反となるものではないが，例えば，市場において有力

な地位を占める飲食店ポータルサイトが，店名，住所，営業日時等の消費

者が投稿・編集可能であるような基本的な店舗情報について，加盟店でな

い飲食店といった特定の飲食店からの修正依頼には対応しないなど，加盟

店と異なる取扱いをする場合であって，当該行為によって，特定の飲食店

が競争上著しく不利になるなど飲食店間の公正な競争秩序に悪影響を及

ぼす場合等には，独占禁止法上問題（差別取扱い）となるおそれがある。 

また，通常，飲食店ポータルサイト間の加盟店獲得競争は，提供するサー

ビスの質や料金等によって行われると考えられるところ，消費者が投稿で

きるような飲食店の店名，住所，営業日時等の基本的な店舗情報について，

事実と異なる情報があった場合に，当該情報の修正に応じる条件として，

自己の飲食店ポータルサイトの加盟店になることを義務付けることなど

により，飲食店に対し，不当に，自己の加盟店となるよう取引を強制する

ような場合は，独占禁止法上問題（抱き合わせ販売等26）となるおそれが

ある27。 

 

(ｲ) 口コミ 

口コミの投稿についても，店舗情報の掲載と同様に，飲食店からの依頼

に応じて修正・削除しないことが直ちに独占禁止法違反となるものではな

いが，例えば，市場において有力な地位を占める飲食店ポータルサイトが，

事実と異なり，飲食店の評判を落とすような口コミについて，加盟店でな

                         
26 抱き合わせ販売等については，一般指定 10項において「相手方に対し，不当に，商品又は役

務の供給に併せて他の商品又は役務を自己又は自己の指定する事業者から購入させ，その他自己

又は自己の指定する事業者と取引するように強制すること。」と規定されている。 
27 行為によって飲食店ポータルサイト間の競争を阻害するおそれがあるかについては，個々の

事案に応じて，行為の態様のほか，行為の対象とされる相手方の数，行為の反復，継続性，行為

の伝播性等の行為の広がりを踏まえ，総合的に判断されることになる。 
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い飲食店といった特定の飲食店からの修正依頼には対応しないなど，加盟

店とは異なる取扱いをする場合であって，当該行為によって，特定の飲食

店が競争上著しく不利になるなど飲食店間の公正な競争秩序に悪影響を

及ぼす場合等には，独占禁止法上問題（差別取扱い）となるおそれがある。 

また，通常，飲食店ポータルサイト間の加盟店獲得競争は，提供するサー

ビスの質や料金等によって行われると考えられるところ，消費者が投稿で

きるような口コミ投稿について，事実と異なる内容があった場合に，当該

口コミ投稿の削除・修正に応じる条件として，自己の飲食店ポータルサイ

トの加盟店になることを義務付けることなどにより，飲食店に対し，不当

に，自己の加盟店となるよう取引を強制するような場合は，独占禁止法上

問題（抱き合わせ販売等）となるおそれがある28。 

    

(ｳ) 望ましい対応 

上記ア及びイを踏まえると，飲食店ポータルサイトは，消費者が投稿で

きるような基本的な店舗情報の掲載や口コミの投稿について，客観的にそ

の情報が正確でないと判断できる場合には，特段の条件なく，店舗情報の

掲載については，加盟店でない飲食店からの削除・修正要望にも応じる，

口コミの投稿については，加盟店及び加盟店でない飲食店からの削除・修

正要望にも応じるなど，自身のサイト上に掲載される情報の正確性の向上

に努めることは，公正かつ自由な競争環境を確保する観点から望ましい。 

また，特に口コミの投稿において，情報の真偽を客観的に判断できない

ケースが生じると考えられるところ，飲食店と投稿者間において，店舗情

報の掲載や口コミの削除・修正について問題が生じる場合，飲食店ポータ

ルサイトは，例えば，口コミ投稿数の規模に応じて，事実関係を専門的か

つ迅速に調査する職員を配置するなど，紛争処理体制の整備を行うことが

公正かつ自由な競争環境を確保する観点から望ましい。 

 

  

                         
28 行為によって飲食店ポータルサイト間の競争を阻害するおそれがあるかについては，個々の

事案に応じて，行為の態様のほか，行為の対象とされる相手方の数，行為の反復，継続性，行為

の伝播性等の行為の広がりを踏まえ，総合的に判断されることになる。 
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４  インターネット予約 

(1) 飲食店の座席の確保 

ア  インターネット予約と座席の確保の実態 

飲食店のインターネット予約の規模については，前記第２の４のとおり，

年々拡大してきている。実際，規模の拡大により，飲食店ポータルサイトの

インターネット予約に伴う手数料収入も増加を続けており，新規の加盟店の

増加が頭打ちになる中で，飲食店ポータルサイトにとって，インターネット

予約に伴う手数料収入が事業活動を行う上で重要となってきている。そのた

め，飲食店ポータルサイトは，飲食店の座席を自らの飲食店ポータルサイト

に予約在庫として登録してもらうインセンティブを持っていると考えられ

る。 

一方，飲食店にとって，自らの座席は有限のものであり，どの飲食店ポー

タルサイトにどの程度の予約在庫を配分するかも含め，より効果的に座席を

配分するインセンティブを持つと考えられる。仮に効果的な座席の配分がで

きない場合，座席は余っているにもかかわらず，消費者が利用できないとい

う状況になる場合もある。つまり，ある飲食店ポータルサイトに配分する座

席，その他の飲食店ポータルサイトに配分する座席，予約なしで来店する消

費者のために配分する座席等，飲食店にとって最も効果的な座席の配分を行

うことは，飲食店にとって，顧客を実際に獲得するための重要な競争手段と

なっている。 
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図表４－33：飲食店が予約管理システムを導入していない場合，導入している場合（総

座席数10席の飲食店が10席の予約可能座席を出す場合）のイメージ図（再

掲） 

 
 

 

 

このような状況の中で，飲食店ポータルサイトにとって，自らのポータル

サイト上に予約在庫があるかどうかは，飲食店ポータルサイト間の予約獲得

競争の中で重要である。そのため，飲食店ポータルサイトは飲食店に対する

営業活動の中で，予約在庫を出してもらうように要請することがある。この

点，加盟店アンケートによると，約７％の飲食店が飲食店ポータルサイトか

ら，一定以上の予約在庫を提供するよう強制されたことがあると回答してい

る（図表４－34）。また，約８％の飲食店が予約在庫の数によって表示順位
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が下がるなど座席の割当てに際して不利益提示を受けたと回答している（図

表４－35）。 

 

図表４－34：飲食店ポータルサイトからの予約在庫提供の強制の有無 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

図表４－35：座席の割当てに際しての不利益提示の有無 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

また，飲食店ヒアリングによると，以下のとおり，予約在庫を提供するこ

とを強制はされないものの，飲食店ポータルサイトの中には，表示順位を決

定するための要素として，予約在庫を自らのサイトに提供しているか否かを

考慮することがあるため，表示順位を上げるためには，飲食店ポータルサイ

トに予約在庫を提供せざるを得ない場合もあるとの意見があった。 

 

⚫ 予約在庫の登録と表示順位に関係がある場合が多いのは事実である。例えば，

ある飲食店ポータルサイトは登録する座席数が多いほど上位に表示される仕組

みであり，当店舗においては，30席は座席数を登録しなければ表示順位が上が

らず，他店舗と競争することができなかった。とにかく多くの座席を登録しな

ければスタートラインにも立てないという状況だったと認識している。このよ

うな場合，在庫の消し込みが間に合わず，ダブルブッキングを引き起こしてし

まう可能性があるため，大勢の団体客が入ることは警戒せざるを得なかった。 

⚫ 特定の飲食店ポータルサイトだと，ネット予約可能な飲食店を検索することが

できるのだが，その場合，予約在庫が空いていなければ検索結果に表示されな
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いため，当方は，オーバーブッキングのリスクを被ってでも，座席数を増やし

て登録している。 

⚫ 特定の飲食店ポータルサイトの検索において，予約在庫が少ないと検索結果の

上位に表示されにくいなどはあった。 

 

イ  独占禁止法上の考え方 

飲食店にとっては，自らが抱える座席の配分を行うことは顧客を実際に獲

得するための重要な競争手段であるため，どのように自らの座席を配分する

かは，飲食店が自ら判断すべきことである。その中で，より上位のページに

自らの飲食店を表示したい飲食店が自らの意思によって，飲食店ポータルサ

イトに対して，予約在庫の提供を行うことは十分に考えられる。 

しかし，飲食店にとっては，飲食店ポータルサイトから予約在庫の提供を

強制されていなかったとしても，表示順位を決定する飲食店ポータルサイト

から予約在庫を求められれば，出さざるを得ない場合もある。この意味では，

飲食店ポータルサイトが意図的であったとしても，なかったとしても表示順

位を梃子として，間接的に飲食店の座席を囲い込んでいるという考え方もあ

る。 

これらの状況を踏まえると，飲食店がより上位の表示順位に自らの店舗が

掲載されることを望む中，市場において有力な地位を占める飲食店ポータル

サイトが飲食店に対して，他の飲食店ポータルサイトに比べて，自社に提供

する予約在庫について有利になるよう，より多くの座席を求める場合や，他

の飲食店ポータルサイトに予約在庫を出さないよう制限する場合であって，

他の飲食店ポータルサイトと飲食店との取引機会を減少させるなど，それに

より市場閉鎖効果が生じる場合には，独占禁止法上問題（拘束条件付取引）

となるおそれがある。また，競争を実質的に制限するような場合は，独占禁

止法上問題（私的独占）となるおそれがある。 
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(2) 予約管理システムについて 

ア  飲食店における予約管理システムの利用状況の実態 

予約管理システムを利用している場合，飲食店はどの飲食店ポータルサイ

トにも全ての座席を出すことが容易になるため，上記（１）のように，特定

の飲食店ポータルサイトに対してのみ予約在庫を提供する可能性は減少す

る。そのため，予約管理システムを利用したい飲食店が，自由に予約管理シ

ステムを利用できる状況を確保することが競争政策上重要となる。 

この点，加盟店アンケートによると，現在，予約管理システムを利用して

いるかどうかについて，約55％が利用していると回答している（図表４－3

6）。 

 

図表４－36：予約管理システムの利用の有無 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

一方で，過去に利用していたが，現在は利用していない飲食店に対して，

その理由を聞いたところ，「契約している飲食店ポータルサイトと予約管理

システムが連携しなくなり，使い勝手が悪くなったため」と回答している飲

食店が約26％いる（図表４－37）。また，飲食店ポータルサイトから予約管

理システムとの契約や利用を控えるよう求められた経験があるかについて

は，現在利用又は過去利用していた飲食店のうち約13％の飲食店は契約や利

用を控えるよう求められた経験があると回答しており（図表４－38），その

うち約29％の飲食店が実際に予約管理システムの利用や提供事業者との契

約を控えていると回答している（図表４－39）。 
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図表４－37：予約管理システムを過去利用していたが，現在は利用していない飲食店

が，予約管理システムを利用していない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

図表４－38：予約管理システムを利用している又は過去に利用したことがある飲食店

のうち，飲食店ポータルサイトから予約管理システムの利用を控えるよう

求められた経験の有無 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 
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図表４－39：飲食店ポータルサイトから予約管理システムの利用を控えるように求め

られた飲食店のうち，求めに応じて利用を控えた経験の有無 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

その上で，一部の飲食店ポータルサイトと予約管理システムの間で連携が

取れていない現状について加盟店に対してアンケートを行ったところ，飲食

店の約68％が，飲食店ポータルサイトと予約管理システムとの間で「正式連

携した方がいい」と回答している（図表４－40）。 

 

図表４－40：飲食店ポータルサイトと予約管理システムとの連携に対する飲食店の認

識 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（飲食店向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

なお，予約管理システムを利用している飲食店にヒアリングを行った。そ

の結果，以下のとおり，予約管理システムを利用することで予約管理コスト

が低減し，大きなメリットがあったという意見がある一方，ＡＰＩ連携が行

われることで更に飲食店の負担は減少するといった意見があった。 

 

⚫ 予約管理システムを導入したことで，かなり楽にはなっている。特に，空いた

時間を他の業務に回したり，社員の労働時間を短縮したりすることができると

いうのは，大きなメリットであると認識している。 

⚫ ＡＰＩ連携ができていない現状では，飲食店ポータルサイト側で予約システム

の仕様等に変更があった場合，店舗側でも設定を変更する作業が必要になるこ

とがあり，負担になっている。また，１か月に１回は提供しているコースの内

N=31 

N=408 

71.0

29.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

なし

あり

68.1

21.1

10.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正式連携した方がいい

現状のままでいい

その他
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容を変更したりするので，その都度，各サイトの登録情報を設定し直さなけれ

ばならない。これらの作業は，ＡＰＩで各飲食店ポータルサイトと予約管理シ

ステムが連携すれば，解決されるのではないかと思っている。 

 

イ  消費者のインターネット予約サービスに対する受け止め 

消費者アンケートにおいて，約66％の消費者は飲食店ポータルサイトごと

に予約可能な座席数が異なる場合があることを知らないと回答した（図表４

－41）。また，飲食店のインターネット予約ができなかった場合，約51％の

消費者は「その飲食店の利用はあきらめる」と回答している（図表４－42）。 

 

図表４－41：飲食店ポータルサイトごとに予約可能な座席数が異なる場合があること

に対する消費者の認識 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（消費者向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

図表４－42：飲食店のインターネット予約ができなかった場合の消費者の対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（消費者向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

飲食店ポータルサイトと予約管理システムとの連携については，飲食店が

自ら契約している飲食店ポータルサイトに同じ数の予約在庫を出しやすく

なるという点において，消費者がインターネット予約できる座席が増えるこ

とになり，有益であると考えられる。消費者に対するアンケートにおいても，

N=6,152 

N=6,152 

33.9 66.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 知らない

50.9 5.6 36.1 7.1 0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その飲食店の利用をあきらめる

インターネットを通じての予約はせずに実際にその飲食店まで足を運ぶ

その飲食店に直接電話をしてみる

他の飲食店ポータルサイトを見て，インターネットを通じた予約ができるかどうかを確認する

その他
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飲食店ポータルサイトと予約管理システムの連携について，約79％の消費者

が「連携したほうがいい」と回答している（図表４－43）。 

 

図表４－43：予約管理システムの連携に対する消費者の認識 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（消費者向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

ウ  飲食店ポータルサイトの予約管理システムに対する受け止め 

予約管理システムが十分に機能するためには，予約管理システム提供事業

者が飲食店ポータルサイトの予約管理画面に対してアクセスをする必要が

あり，飲食店ポータルサイトは，技術的に予約管理システム提供事業者がア

クセスできる状態を確保する必要がある。 

この点，飲食店ポータルサイトに対するヒアリングにおいて，以下のとお

り，アクセスの集中による負荷や開発コストを理由にＡＰＩ連携に対して慎

重な意見を述べる者がいた。 

 

⚫ ＡＰＩ連携を行うと，席在庫等の情報を残りの予約サイトに反映させる際に一

定の負担が増加する。一般的に予約が入りやすい時間帯は昼間と夕方であり，

複数の予約管理システムとＡＰＩ連携を行っていた場合にアクセスが集中する

ことが危惧される。加えて予約管理システム提供事業者の仕様は各社ともに異

なっているため，ＡＰＩ連携を行う際には各社に合わせて一部修正が必要とな

る可能性がある。したがって，ＡＰＩ連携を行うに当たっての開発リソースと

いう観点からも負担となる。 

 

一方で，他の飲食店ポータルサイトからは，以下のとおり，アクセスの集

中による負荷や開発コストは大きな負担にならないとの意見もあった。 

 

⚫ 予約に係る情報を取得しようとする事業者は今のところ限られた予約管理シス

テム提供事業者ぐらいであるところ，こちらから連絡を取ることが可能である。

実際に，当社では予約管理システム提供事業者と接触し，アクセスの頻度や数

について，ＡＰＩ連携ではないが，アクセスする時間帯やサーバーを指定する

事例もある。 

78.5 20.5 1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

連携した方がいい 連携しなくてもいい その他

N=10,000 
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⚫ 当社が予約管理システム提供事業者とＡＰＩ連携を行った理由は，消費者に対

して，予約在庫数をより多く提示できるため，そして，加盟店に対して，運用

の煩雑さを解決してもらうためである。ＡＰＩ連携にかかったコストについて

は，メリットの方が大きいと認識している。イニシャルコストは最初の実装工

数，要件定義の工数のみで，あとは運用するだけ。そこまで，難しくはない。 

⚫ 当社が行っている予約管理システム提供事業者とのＡＰＩ連携後の管理運営に

必要な作業としては，エラーの監視と，エラー発生時の原因究明と改修作業な

ので，それほどの作業量ではないと認識している。なお，当社がＡＰＩ連携を

行っている理由は，加盟店による予約管理の利便性の向上のためであり，ＡＰ

Ｉ連携にかかるコストは必要経費として捉えている。 

 

エ  独占禁止法上の考え方 

飲食店から委託を受けた予約管理システム提供事業者が飲食店ポータル

サイトにアクセスをするときに，その飲食店ポータルサイトからアクセスを

遮断されることにより，その予約管理システム提供事業者は，他の予約管理

システム提供事業者と比べて競争上著しく不利になる可能性がある。また，

予約管理システムを利用できなくなった飲食店は，予約管理に係る負担が増

加することにより，より多くの飲食店ポータルサイトとの取引を行いにくく

なる可能性がある。 

これらを踏まえると，市場において有力な地位を占める飲食店ポータルサ

イトが，合理的な理由なく，予約管理システム提供事業者からのアクセスを

遮断し，それにより公正な競争秩序に悪影響を及ぼす場合には，独占禁止法

上問題（取引妨害）となるおそれがある。 

また，ＡＰＩ連携に当たって，飲食店ポータルサイトが予約管理システム

提供事業者ごとに，契約条件に差をつけることは，当事者間の自由な交渉に

よるべきものであるが，例えば，接続に当たって不当に高額な手数料を求め

るなど，市場において有力な地位を占める飲食店ポータルサイトが特定の予

約管理システム提供事業者を著しく不利に扱い，当該行為により，当該予約

管理システム提供事業者が市場から排除されるなど，予約管理システム提供

事業者間の公正な競争秩序に悪影響を及ぼす場合等には，独占禁止法上問題

（差別取扱い）となるおそれがある。 

 

オ  望ましい対応 

独占禁止法違反行為を未然に防止するために，飲食店ポータルサイトは予

約管理システム提供事業者からのアクセスについて，合理的な理由がない限

り，技術的に遮断しないことが公正かつ自由な競争環境を確保する観点から

望ましい。 

また，アクセスに当たっては，飲食店ポータルサイトと予約管理システム
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提供事業者との間で，前記第３の４（４）のとおり，予約管理システムがよ

り機能しやすいと考えられるＡＰＩ連携を行うことが望ましい29。 

      

  

                         
29 ＡＰＩ連携をしない場合であっても，飲食店ポータルサイトが予約管理システム提供事業者

を技術的に遮断しないよう，飲食店ポータルサイトが予約管理システム提供事業者に対してアク

セスの頻度や数，アクセスする時間帯やサーバーを指定するなどの方法も考えられる。 
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５  飲食店ポータルサイトと一般的な検索エンジンを提供する事業者の関係につ

いて 

(1) 飲食店の検索の実態について 

インターネットで飲食店を検索する際に，消費者は，一般的な検索エンジン

や飲食店ポータルサイトを利用していることが多い。このため，一般的な検索

エンジンと飲食店ポータルサイトの関係などについて，その実態の調査を行っ

た。その結果，今回の消費者アンケートにおいては，インターネットでの飲食

店の検索については以下のとおりであると分かった。 

 

図表４－44：消費者がインターネットを利用して飲食店を探す際の方法(イメージ) 

 

 

出所：ウェブ調査（消費者向け）の回答を基に当委員会作成。 

 

図表４－45：消費者がインターネットを利用して飲食店を探す際の方法（単一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ウェブ調査（消費者向け）の回答を基に当委員会作成。 

N=10,000 

67.9 16.7 7.4 7.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般的な検索エンジンで検索し，表示された飲食店ポータルサイトにアクセスして，飲食店を探す

一般的な検索エンジンで検索し，表示されたマップ上から飲食店を探す

一般的な検索エンジンを使わず，直接，飲食店ポータルサイトにアクセスして，飲食店を探す

一般的な検索エンジンを使わず，スマートフォンのアプリを使って，直接，飲食店ポータルサイトにアクセスして，

飲食店を探す
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消費者が飲食店ポータルサイトに直接アクセスして飲食店を探す場合が約1

5％（アプリ８％，ブックマーク等７％）である一方，消費者が一般的な検索エ

ンジンで検索し，検索結果として表示された飲食店ポータルサイトにアクセス

して，飲食店を探す場合は，約68％となっている。 

また，一般的な検索エンジンを提供している事業者においては，検索結果の

ページの上段に自らが提供する地図情報等と飲食店情報を組み合わせて，消費

者に提供している場合がある。約17％の消費者は，こうしたサービスを利用し

て飲食店を探している。 

これらを踏まえると，本調査のアンケートにおいては，消費者の約85％は一

般的な検索エンジンを使って，飲食店情報にアクセスしていると考えられる。 

前記第４の３（１）ア（イ）のとおり，飲食店ポータルサイトにおける表示

順位について，消費者はより上位のページを見る傾向があると考えられる。さ

らに，飲食店ポータルサイト及び飲食店へのヒアリングにおいて，同じページ

の中でも，より上位に表示されている飲食店と，下位に表示されている飲食店

では，閲覧数が異なるとの意見があった。 

 

⚫ １ページ目の中でも，スクロールなく閲覧できる範囲とスクロールしなければ

閲覧できない範囲では，やはり差があると思う。 

⚫ 同じページの上部表示と下部表示でも変わると思う。 

 

これについては，飲食店ポータルサイトだけでなく，一般的な検索エンジン

を使って表示されたページにも同様のことがいえる可能性がある。 

 

(2) 飲食店ポータルサイト及び飲食店の検索に対する考え方 

この点について，飲食店ポータルサイト及び飲食店に対してヒアリングを

行ったところ，以下のとおり，飲食店ポータルサイト市場において一般的な検

索エンジンの提供事業者の存在感は大きくなってくるだろうといった意見が

あった。 

 

【飲食店ポータルサイトの意見】 

⚫ 消費者としては，飲食店を探す場合に飲食ポータルを利用することもあれば一

般的な検索エンジンを用いることもあり，現状でも競合として認識している面

がある。また，将来的に，一般的な検索エンジン提供事業者が飲食店ポータル

サイトと同様のサービスを始め，検索結果で自社サービスを優先表示すること

などがあると非常に困る。 

⚫ 当社に掲載されている店舗は，有名店のため，レストラン名で検索されること

が多い。そうなると，どうしても一般的な検索エンジンの提供事業者の検索順

位による影響を受けてしまう。今はそれほどでもないが，一般的な検索エンジ
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ンに投稿される口コミ数も増えてきており，より消費者に影響力も持つだろう

と思われる。当社は，これを一番の脅威と捉えており，当社のサービスとの連

携方法等について，検討を行っている。 

⚫ 具体的に一般的な検索エンジンの提供事業者にどれだけの顧客を奪われている

かまでは分析できていないが，当社の閲覧者数に大きく影響しているのは確か

である。 

 

【飲食店の意見】 

⚫ 当社の一部の店舗を一般的な検索エンジンにも登録したところ，当該店舗の予

約は２％から３％程度増加した。利用者数がもっと増えれば，飲食店ポータル

サイトの対抗として魅力が出てくると思う。 

⚫ 非常に重要であると認識しており，現在，最も注力している媒体である。当社

は自社サイトからの集客を重視しているが，自社サイトへのアクセスの約７割

が一般的な検索エンジン経由であるという状況である。このような状況下で，

検索結果の最上位に表示されるマップにおいて質の高い情報を表示させること

ができれば，予約への影響は甚大である。 

⚫ 無料で利用できて，飲食店ポータルサイトよりも信頼できるという点で有用で

あると考えている。 

⚫ お金を出せば上位表示され露出が増えるという飲食店ポータルサイトのビジネ

スモデルは，実際に来店した消費者のギャップ感が増大するだけであり，飲食

店ポータルサイトへの信頼感，店舗への信頼感を低下させることにつながって

しまうものと認識している。したがって，このような現状のビジネスモデルか

ら転換を図ることが，業界にとっても必要不可欠であり，そのために一般的な

検索エンジンの提供事業者の活用が意味を持つものと捉えている。 

 

(3) 独占禁止法上の考え方 

飲食店ポータルサイトを取り巻く競争環境が変化していく中，一般的な検索

エンジンを提供している事業者が，飲食店情報，店舗の評価（評点）及び口コ

ミの掲載やインターネット予約サービス等の飲食店ポータルサイトが提供し

ているサービスと同様のサービスを提供する場合が生じ得る。この場合におい

ては，一般的な検索エンジンを提供している事業者は，飲食店ポータルサイト

と同様のサービスを提供することによって，インターネット予約市場において，

潜在的に飲食店ポータルサイトの競争者になるといえる。 

したがって，一般的な検索エンジンを提供している事業者が飲食店ポータル

サイトの競争者と評価できる場合においては，本調査における全ての検討及び

考え方を，このような事業者に適用する余地はあり得るといえる。 

また，市場において有力な地位を占める一般的な検索エンジンの提供事業者

が，飲食店ポータルサイトと競合するサービスを提供する際に，一般的な検索
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エンジンの市場における大きなシェア等を背景として，自社サービスを有利に

表示するなどにより，競合する飲食店ポータルサイトが市場から排除されるな

ど，公正な競争秩序に悪影響を及ぼす場合等には，独占禁止法上問題（取引妨

害）となるおそれがある。また，競争を実質的に制限するような場合は，独占

禁止法上問題（私的独占）となるおそれがある。 

 

６  公正取引委員会の今後の取組 

本調査における検討については，それぞれ，飲食店ポータルサイトを取り巻く

取引慣行に係る独占禁止法上の考え方と競争政策上の望ましい対応を示したも

のである。飲食店ポータルサイトにおける競争を促進し，消費者利益の向上を図

るために，独占禁止法上問題となる具体的な案件に接した場合には，公正取引委

員会として引き続き厳正・的確に対処していく。 

また，近年，消費者の飲食店ポータルサイトの活用が一般的になり，さらにイ

ンターネット予約の利用が急速に拡大している中，今後も，その傾向は継続・強

化されることが予想される。それに伴い，飲食店と消費者との間をつなぐプラッ

トフォーマーとしての飲食店ポータルサイトの役割も，ますます大きくなると考

えられる。加えて，一般的な検索エンジンを提供している事業者が飲食店ポータ

ルサイトにとっての競争者としての重要性を増していくに伴い，飲食店ポータル

サイト市場の競争状況も変化していくと考えられることから，飲食店ポータルサ

イトを取り巻く競争環境の変化について，引き続き注視していく。さらに，飲食

店ポータルサイト以外の分野においても，各種のポータルサイトが存在するとこ

ろ，本報告書と同様の論点を有すると考えられるポータルサイトについては，本

報告書において提言した考え方が参考となる場合もある。 

公正取引委員会は，本調査報告書における提言について，飲食店ポータルサイ

ト等が積極的に取り組むことによって，公正かつ自由な競争環境が整備され，そ

の結果，飲食店ポータルサイトや飲食店等の間の競争が促進されるとともに，ひ

いては消費者利益の向上が実現されることを期待する。 

 

以 上 


